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第一章　　締約國の行ふ條約の解i鐸
　條約の解繹は締約國が第一に爲すところであつて、若し條約文中に特別
の合意あるときは勿論その規約に從ふべきであることは現在國際法上認め
られたる根本原則である。〔註八〕從つて叉それは締約國間の合意事項なる
ことを常に記憶しなければならない。若し締約國がある特定の解繹を選揮
するときはそれが如何なるものであらうとも、それ以外の解繹は行はれ得
ないのである。條約の解繹に關して國際法上未だ慣習叉は慣例存せざると
ころから、撃者は條約の解繹に封して一般に羅馬法に於ける解繹に關する
規則を準用した。然し乍ら、羅馬法に於ける規則は勿論のこと、その他の
學理上の根擦に基く解繹と難も締約國が明示的又は黙示的に同意したる時
に於いてのみ納得され得るに過ぎなv・。然してウエストレーキのいふ如
く、當事國の眞意の探求は國内法中に存在し得る如き一切の解繹原則によ
つて束縛されてはならないのである。〔註九〕この黙については本稿に於い
て更に読明する筈である。
　さて條約の解繹はこれを大別すると締約國自身の行ふものと然らざるも
のとになる。後者は巨Pち締約國間に一致を見ざる場含に起るものであつ
て、仲裁裁判所、國際司法裁判所等によつて行はれるものである。
　オツペンハイムは締約國自身が與ふる解繹に二つの異れる方法ありとて
（一）締約國が解繹に關して非公式協定を行ぴ、之に從つて條約を履行する
方法と、（二）補足的約定を作り、その内にその選揮するところの當該條約
に封する解繹を規定する方法を墨げてゐる。〔註一〇〕後者は明示的に制定
法によつて與へられる國内法の有構的解繹との類似にょり、之を有権的解
繹（AuthentiG　Inむerpret乱tion）と稻する。然し乍ら最近に於ける多激國間
條約の褒達により、以上の二方法とは別に、留保の形式に依る條約の解繹
方法が甚だ重要なる地位を占めるに至つたことが認められる。之を實例に
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徴するに、重要なる條約に關する解濯は殆ど凡て明示的に定められ、第一
の非公式協定による條約の解繹は全く實敷に乏しきものの如くである。現
在に於ける重要なる問題は寧ろ第二の有権的解繹に關するものであつて、
如何なる方法にょり、又如何なる手績で行はれた解繹が有権的解繹として
當事國を有敷に拘束するかといふことである。それと同時に、有樺的解繹
より派生したとも見られるところの第三の留保の形式による解繹も之と同
様の重要さを以つて考慮されねばならなv・のである。
　次に從來、國内法上の問題とされてゐたものではあるが、締約國の行ふ
條約の解繹として、當事國の國内裁判所によつて行はれる條約の解繹があ
る。これは我が國では未だ困難なる問題は存しなかつたやうであるが、フ
ランスその他の諸國では相営論議が行はれたものであり、若干紙数を割い
て之に鰯れて見るのも無盆ではあるまいと思はれる。
　從つて締約國による條約の解繹の問題に關して本項中に研究する問題を
（一）有権的解繹、（二）留保の形式に依る條約の解繹、（三）國内裁判所
に於ける條約の解繹の三つに限定せんとするものである。
　〔註八〕　中村博士「國際公法論綱」一四九頁・
　〔註九〕Westl＆keアOP，cit，P。293。
　〔註一煽0〕　OpPenheim，Intemational　L窃w，4th　ed，，Vol。1，2553．
第一節　有権的解i繹
　有権的解繹とは前にも述べたる如く、ある條約の締約國が、その條約の
一部叉は全部に關して、他の締約國の明示的若くは黙示的合意の下に、最
絡的且決定的に定めたる一切の解繹を謂ふのである。有権的解繹は、當該
條約中に、或は別箇に作成せられたる條約叉は補足的約定の内に、或は亦
當該條約に封する留保の形式にて行はれる。從つて締約國が行ふ條約の解
繹が有権的解繹たるの敷力を有し得るには明かに一定の要件を具備しなけ
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ればならない。邸ちその要件は國家間の約定たるべきことである。國際約
定と同一の要件が必要なのである。當該條約中の條項として解繹が規定せ
られる場合は、この要件は間題にならないが、當該條約の外に於て行はれ
る場合はこの要件が具備されてゐるや否やは、その解繹が有樺的解繹なり
や否やを決する根本的間題である。然らば國際約定が有敷に成立する爲め
には如何なる要件が必要であるかといふに。第一は．締約國間に意思の含
致あること、第二は、完全なる権限を有する代表者によつて署名せられた
ること、といふこの二つの要件が國際法上必要なのである。〔註一一〕この
要件を具備したる約定に依る條約の解繹は有樺的解繹として、宛もその解
繹が付せられたる條約の不可分的部分の如く締約國を拘束し、正當の手績
によつて慶止、攣更せられざる限り、締約國は勿論、後に述べる國際裁判
所もこの解繹と異なる解繹を行ふことを得ないのである。換言すれば、有
権的解繹は、その實質に於ては條約の解繹たるに止まらす、實に條約それ
自盤に他ならないのである。伺ほ斯の如き有穰的解繹は附属書、議定書、
交換公文その他種々の形式を以つて行はれ得ることは實例の示すところで
ある。
　嘗て不戦條約に關する所謂解繹的交換公文の敷力が問題となつた時に、
この有権的解繹に關して活濃なる議論が行はれた。筆者は嘗て前記解繹的
交換公文が不戦條約締結前のものであることより、之に準備交渉の性質を
與へ、純樺且つ本來の意味に於ける有権的解繹との間には若干の相違が存
するものであるとしたが、〔註一二〕その際有罐的解繹の性質及び数力を理
解せすして、前記解繹的交換公文を論じたる學者に封する反駁として、そ
の引用するところの事例の不充分なることを指摘した。帥ちクィンシー・・ラ
イト敦授は不戦條約の解繹に關する論文中にて〔謎一翼〕一八四八年の米
國、メキシコ條約及び一八五〇年の英米條約に關する解繹的外交文書の敷
力につきムーアのダイヂェストより引用して論じ、此等の文書が米國上院
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が批准する際提出されてゐなかつた故、英國及びメキシコ爾國がそれぞれ
敷力ある文書なりと主張したるに拘らす米國は之を拒縄してゐるととを述
べ、斯かる解繹的文書の敷力を一般的に否認せんとする態度を示してゐる。
然し乍ら、斯の如き解繹的文書の敷力が當事國によつて否認されたことの
例謹が所謂解繹的議定書をも含むところの當事國間に交換されたる解繹に
關する外交文書に封する敷力の否認となり得るには、前記の解繹的文書が
有敷に存在してゐたことが前提條件である。換言すれば有権的解繹の要件
を具備してゐたか否かの問題である。
　第一の一八四八年の米國、メキシコ間の條約に於いては〔註一四〕批准
交換の際交換された解繹的議定書が米國によつて拘束力ある解繹と認めら
れなかつたといふのであるが、この解繹的議定書なるものは該條約が調印
後著しく上院によつて修正されたので、米國大統領が、メキシコ政府の受
諾方を勧誘するため且つ修正読明のため派造したところの使節とメキシコ
政府當局間に調印されたものである。後メキシコはこの議定書を米國が同
意した旨の保誰を米國大統領のメ。セーヂの形式で得たいと希望して來た
のに封し、米國は之を拒絶したのである。從つて、この場合前記の使節は
有権的解繹を行ぴ得る権限を有する代表ではなく、從つてその爾國の間に
意思の合致を認め得ぬものであるといはねばならない。
　第二の一八五〇年四月十九日ワシントンで調印された英米條約（Treaty
致）r　t五e　establishlnellt　of　a　communic乱tion　by　ship　canal　betweell　the
Atlantic我nd　Paci6c・ceans）〔註一五〕ではSir　Henry　Bulwerが英國代
表として、同年六月二十九日米國國務省に於いて、書面を以つて「英國代
表として、皇帝の命により、同條約の規定がホンヂュラスの英國植民地叉は
その属領に適用せらるXものとは解せざることを宣言」し、且っ「批准は
右明示的宣言に基きて交換せらる玉ものな恥と附記してゐる。之に封し
て七月四日米國國務長官ML　Cl乱ytonはホンヂュラスが含まれざることを
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了解する旨を確認した回答を手交したが、その七月五日付の（國務省にファ
イルされたる）畳書にてその同答の内容を説明し、「その植民地叉は属領に
於ける英國の権利を肯定することも、叉否定することも注意して之を避け
た」といぴ、叉ホンヂュラス植民地の範園については全然確定されす、この
黙に關しては前記宣言も別段何等鰯れてゐない故、上院に封して右宣言に
關する同意を求めなかつたし、該條約はas　it　st・od　when　it　w漏nlade
にて批准されたものであると確信するといつてゐる。叉この畳書中には英
國の宣言により該條約の意義に關し、廣汎なる意見の相違あるを知りたる
を以つて遺憾とするとも云つてゐる。この解繹的宣言はよく襯察すると一
方的であつて、爾國に意思の合致あ砂たりとは認められないのである。英
國の行つた宣言に封しては、米國は黙示的若くは明示的いづれの同意も與
へないからである。英國が正當なる権限を有する代表者をしてこの宣言を
行はしめたのに封し、國務長官が了解したる旨を同答した黙は合意成立の
有無につき論議の飴地が存するが、米國の方では之を以つて同意とは看徹
なかつたやうである。從つて以上二つの事例はその文書を假令解繹的議定
書と稻するも、之を有敷に成立したる解繹的約定、帥ち有灌的解繹と認め
難いのである。有樺的解繹は斯の如きものであつてはならない。前記の要
件を完全に具備することが絶封的に必要なのである。
　次に常設國際司法裁判所が有椹的解繹に封して如何なる態度を探つてゐ
るかといふに、裁判所は如何なる事件に於いても、斯の如き有櫃的解繹と
なり得る如き締約國間の含意を褒見する爲め欣んで愼重なる注意を沸つて
ゐる。帥ちヤヴォルチナ事件〔註一穴〕では、裁判所は、大使會議が、委任
されたる任務を終了した後に於いても伺ほ自己の決定に封して拘東力ある
解繹帥ち有模的解繹を與ふる穰限を保有するものであるとの主張を否認し
た。曰く、r法律的規則に封し有権的解繹を與ふるの椹限は該規則を攣更
又は駿止する檬限ある者叉は機關にのみ專属するものなることは確立され
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たる原則である」と。〔註一七〕裁判所は更にこの原則とは別に「法律文書
の起草者の意見は、それが當該文書の起草後に陳述せられ、且つ起草の當
時表示されたる意見と抵鰯する場合は決定的の債値を有し得ざるものであ
る」と述べてゐる。〔註一八〕叉ダニューブ河ヨー・ッパ委員會の権限に關す
る事件ではダニューブ河會議の議事録に附属されたる「解繹的議定書」を
以つて準備交渉の一部として取扱ひ、且つ會議によつて作成されたる規程
の正文がそれ自身明白なりとの理由から同議定書を考慮する必要がないと
したのである。〔註一：九〕
　裁判所が有椹的解繹の問題に鰯れたのは僅かに以上の二件に過ぎない
が、駐二〇〕この二件とても、第一のヤヴォルチナ事件の方は純粋なる條約
の解繹といふよりも、寧ろ法律の解繹に類似してゐるやうに見受けられる。
然し郵便條約、電信條約等の如く條約中に種々の規則を規定してゐるもの
が屡曳存在し、斯の如き規則の解繹の場含に前記事例と類似の間題が起り
得る。けれども假令條約に附属された規則の解繹の場合でも、その有権的
解繹は椹限ある代表によつて行はれた當事國間の合意でなければならない
ことが必須であ砂、斯の如き樺限を有せざる者の行つた解繹は國際法上之
を有権的解繹とは稻…し得ぬ。前記事例中第二のダニゴーブ河ヨー・ッパ委員
會の椹限に關する事件でも、調印もされす、且つ主たる條約に附属されて
も居らす、然かも穰限なき諮問的資格を有するに過ぎざる者の参考的解繹
が有灌的解繹と認められざるは蓋し當然のことといはねばならない。
〔註一一〕　拙稿「國際約定の一形式たる交換公文の研究」（「國際法外交雑誌」第
　三十四巻第三號）三五一三六頁参照。
〔註一二，〕　拙稿「條約の解繹に於ける準備交渉の地位（「國際法外交難認」第三十
　三巻第七號）七〇一七九頁参照。
〔註一三〕見uincy　Wright，丁血e　Interpretation　onl111tilateral　Treat呈es，A．」．L
　L。719297P．102．
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〔註一四〕　Moore，Digest，VoL　V，P・205・
〔註一蕊〕　MooreンD1gest，VoL　IH，P・138・
〔註一六〕　P・C．1・」・Series：B，No・8・横田敏授「國際剣例研究」第一輯、二七
　二一二八四頁。
〔註一七〕1），C、1，」．Series8，：N・・8，P・37・
〔註＿3、〕　　Ibid、ンp．38，
〔註一兎〕　P。C．1。」。Series　B，No、14，p．32．
〔註二〇〕判決の有擢的解繹については裁判所はダンチ・ヒに於けるポーランド
　の郵便事務の事件に於いて「剣決の所謂有椹的解繹は實質に於いては新たな
　る判決なP」といつてゐる。これ・についてはP・C』・」・Series：B，No・11y　P・
　3L　横田教授、前掲判例研究、三一二頁参照。
第嵩節　　留保の形式による解縄
　條約の締約國は前項にも述べた如く、當該條約中の條項に、或は之と別
箇の條約叉は補足的約定によつて條約の有構的解繹を行ふの外・留保の形
式を以つても之を行ぴ得るのである。留保は、それが有敷に成立するがた
めには相手國の明示的叉は獣示的同意が必要であり、有敷に成立したる留
保は、之が附せられる條約と不可分の關係に立つものである・從つて・前
項中の有構的解繹に一括して之を説明すべき筈であるが、その手績及び敷
果は他の方法に比して著しく相違し且複雑なので、之を別項に取扱つた次
第である。
　さて條約の締約國は、條約中の一定條項につき自國に關する限り、自國
の定めたる意義に之を解繹せんとする場合、留保の方法を用ふるのであ
る。從つてある締約國が斯の如き留保を付して、それが有敷に成立し
たる場合は、他の當事國については當該條項が他の意義に解繹されるに拘
らす、その國については之と異なる濁自の意義に解繹されることになり、
他の當事國は事後に於て之に反封することが出來なくなるのである。〔註
ユ2 條約の解羅に關する研究
二一〕留保の形式で行はれる條約の解繹はそれが署名の時行はれたもので
あるか、署名の後のものであるか〔註ニニ〕或は亦加入の際のものである
か、そのいづれを問はす、他の當事國の同意がはつき砂與へられて居れば、
その致力は確定的である。そのやうな場合ははつきりしてゐるから間題が
ないが、黙示的同意を與へたとも見られす、又反封の意思表示も別段なく、
或は當事國が留保の形式で行つたやうでもあり、叉そうでもないやうな頗
る不明瞭な場合があるが、斯かる場合に於ては有権的解繹と認め難いこと
が屡よある・從つて重要なる内容を有する解繹を留保の形式によつて行ふ
場合は成るべく相手國の明示的同意を得て、確定的とすることが最も望し
いのである。多数國間條約の場合は、この黙が更に複雑なる關係を生する
からである。
　留保は條約の成立を容易ならしめるため有用なる制度ではあるが、一方
それが濫用されると國家間の法律關係を複雑化し、時には非協同的といは
んか、或は非友誼的といはんか、姓ましからざる結果を生することがある。
條約の解繹に關する留保にも次の如き例がある。それは一九三〇年十月二
十七日の・ンドン海軍條約の批准寄託調書中に述べられてある米國の留保
的宣言であるが、それには
　「アメリカ合衆國代表者はアメリカ合衆國の批准書が、右條約中の規定、
　合意叉は聲明の何れをも直接に叉は間接に何等之を修正し・攣更し・之
　に附加し、叉は之より創除すべき秘密の書類、文書、書翰、了解叉は合
　意存在せす、且右條約中に包含せらる製聲明叉は規定に封し今後與へら
　るべき解繹に付ては第十九條に關する合衆國、グレート・ブリテン國及
　日本國の政府の間の公文交換に依り成立したる合意を除くの外右條約の
　何れの當事國聞にも秘密の若は然らざる又は明示的若は黙示的の合意存
　在せすとの確然且明白なる了解にして批准に協賛せるアメリカ合衆國上
　院の一九三〇年七月二十一日の決議に揚げらるるものの留保の下に寄託
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　せられたる旨を宣言せり」
と述べてゐる。斯の如き留保的宣言を以つて將來に於ける當該條約の解繹
に關する紛争を除かんとしたる趣旨は了解されるが、その内容少しく猫断
的或は自我的なるものあり、通常の條約の場合に於いて一般的に認め得る
如きものなりや否やは大いに疑問の飴地が存すると思惟するものである。
　叉不戦條約の場合でも、ソヴィエ。ト聯邦が批准留保付加入（adhesion　ad
refわrendun】）の場合、同條約署名前の所謂解繹的交換公文中に述べられた
る地域的了解及び自衛権に關する一切の文言を正式留保として通告されな
かつた故、爾後ソヴィエ。ト聯邦を何等拘束するものでないと考ふる旨を宣
言してゐるが、〔註二罵〕これとても留保として有敷なりや否や議論の存す
るところである○
　之を要するに、留保の形式による條約の解繹は、當該留保が當事國によ
つて確定的な同意を得たと認められる程その致力について疑ぴの鹸地なき
時は有襟的解繹としての敷力を有するも、然らざるときはその敷力は不確
定的であり、有樺納解繹としての数力を有し得ぬものと見ざるを得ない。
いづれにせよ、留保の形式による條約の解繹が最近盛に用ゐられてゐる方
法であることは事實であるo
　〔註二一〕　横田教授「國際法」上巻、一四五頁。
　〔註ニニ〕　留保のなされる時期は通常、（一）署名の際、（二）批准の際、叉は
　　（三）加入の際なりとされてゐるが、筆者は更に敷力護生後何時でも行ひ得
　　るものなりと考ふるものである。特に條約の解繹の如きものに關する留保に
　　ついては實例が存する。帥ち一九一一年ドイツ及び他の大陸諸國が陸職の法
　　規慣例に關するへ一グ條約の第二十三條録四項に關し．英國と異なる意味を
　　附したることが明かとなつた時、英國外務省はこの條項に饗する英國側の解
　　繹を通皆したことがある。dしはオッペンハイムによつて有穫的解繹の如く
　　取扱はれてゐる。（Oppenheim，op　cit・§554）然し乍ら、筆者は若し之が有
　　権的解繹なるが爲には軍なる通告のみにては不充分なるを以て、英國のこの
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　通告は條約の敷力嚢生の後なりと錐も、本文に説明したる如く、該條約に謝
　する留保の通告なる意味を含み、從つて、この通告にi封する他の當事國によ
　る獣示の同意があつて、該留保が成立し、そこではじめて有権的解繹となつ
　たものと，思推しなければならなv・Q
〔註二夏〕　Denys　P』Myers，Origin　and　Conclus呈on　of　t｝1e　P乱ris　P＆cち1929，p。
　171．
第思節　　國内裁判所に於ける條約の解縄
　一國の國内裁判所は、自國が他の國家と締結したる條約を適用し且つ解
繹する権限をその性質上常に且つ當然に有してゐる。その解繹は國内的
に、他の締約國とは關係なく行はれるものであつて、此等相手國を拘束す
るものでないことは勿論である。然し乍ら、その解繹が他の締約國のそれ
と異なるときは、斯かる締約國は・ある場合・例へば當該事件が該國の利
害關係に重要なる關聯を有する渉外事件なる如き場合に於ては、必要に慮
じて該裁判所の属する締約國に封して外交手績を通じて抗議を行ぴ、叉は
國家意思として確定的な解繹を要求し、或は亦國家間紛争の形式として之
を國際裁判所等に提訴することもあり得るであらう。從つて國内裁判所に
於ける條約の解繹も充分留意さるべき問題であらう。
　國内裁判所に於ける條約の解繹について問題となるべき馳は二つある。
一つは國内裁判所を拘束する有権的解繹の範園如何といふ問題であり、他
の一つはこの有権的解繹が存せざる場合に國内裁判所が條約の自由解繹穫
を無制限に有するや否やと云ふ馳である。以下順を追うて之を説明する。
　第一に國内裁判所を拘束する有灌的解繹の範園如何。國内裁判所は本稿
第一章第一節及び第二節に読明する有棲的解繹全部にょりて拘束せらる～
ものなりや、或は所謂國内法としての敷力を有せざる約定等は裁判所を拘
束せすと認むべきや。この問題の根底に横たはるものは實に國際法の基本
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問題とも稻すべき國際法と國内法の關係理論に他ならない。今こ玉に此の
關係理論を紹介、読明若くは批判することは本稿の主題を離れるから之を
いづれの機會に譲るとして、只國際法と國内法の關係が從来理論的問題と
して議論されて來たるに拘らす、國内裁判所ではこれが實際的間題となつ
て現はれて來ることを指摘するに止める。邸ち、裁判所は當該國際法の原
則、此庭に於ては國際法上有権的解繹と認められたるものを適用する義務
ありゃ否やといふ問題である。國際法と國内法の關係を一元的なりとすれ
ぱ、この有権解繹はその一切が裁判所を當然拘束することになるが、之に
反して爾法域の關係を二元的なりとすれば、條約が國内法となるについ
て必要なりと認められる國内的立法手績を完了してゐない有椹的解繹は、
假令國際法上有敷なるも、當然には國内裁判所を拘束せざることになるの
である。〔註二四〕この問題は國内裁判所に於ては理論の間題たるに止まら
す實際的な問題となるのであつて、各國國内裁判所に於ける判例の詳細な
る検討が必要であるが、從來はトリーペルの二元論が絶封的に支持されて
ゐたので、ドイツをはじめ各國の裁判所は殆どすべて之に從つて來たやう
である。〔註二五〕然し乍らその後ウィーン學派の出現によつてこの分野に
は非常に活濃な論争が行はれ、裁判所も漫然と、無條件に二元論のみに終
始し得ざるに至つた。帥ち裁判官は國際法と國内法の關係理論に封する自
己の態度を決定しなければならない、一元論か．二元論かの理論’的選樺は裁
判官が必然的に通過しなけれぱならない過程となつたのである。從つて從
來の二元論が將來も縄封に優勢なる地位を確保し得るやは断言し難く、有
権的解繹の範園の間題も、この國際法の基本問題をめぐつて展開さるべる
べき將來の論争に委ねらるべきであらう。
　次に國内司法裁判所に於いては如何なる場合に條約の司法的解繹が行は
れるか。國際條約を適用する任務を有する司法裁判所は、この解繹が個入
の利釜に關する時、邸ち當該事件が私釜紛争なりとせらる曳時、更に換言
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すればある特定の私人たる訴訟關係人以外に關係なく、國家の行爲につき、
叉その公釜につき直接若くは間接影響を及ぼさぬ時にのみ之を解繹する権
限を有するに止まるか・或はその解繹が國際公法上の問題にまで及ぶ時に
もその権限を有するか。ある訴訟が條約の解繹の間題を含む場合、それが
私釜に關するものか、或は公釜に關するものかを知ることは法律間題であ
るが、この爾者の亙別は不確實且つ不充分なものである。或は國内裁判所に
提起せられる一切の訴訟は私釜關係であり、裁判所は常に條約を解繹する
権限を有するものであるとも論ぜられ、叉條約の解繹を含む一切の訴訟は
公盆に關係あるものであり、裁判所には之を解繹する権限なしとも論ぜら
れる。然し乍ら條約の解繹は法律の解繹と同様國内裁判所によつて行はれ
ることは一般に認められるところであつて、問題となるは、當該條約の解
繹に封する行政府の關與があつた場合、裁判官は之によつて拘東されるか、
或は之とは關係なしに自由解繹を行ふ権限を有するかに存する。但し當事
國間に成立したる有権的解繹が存する場合は一前述の如く國内裁判所を
拘束する有権的解繹の範園は、該裁制所の採るところの主義によつて相違
するが一當然裁判官を拘束し、その限りに於ては自由解繹権存せすと認
めねばならぬ。從つて間題の生するのはこのやうな有椹的解繹が存しない
場合である。
　一・九二九年頃、フランスで賃貸借法（le昌lois　de　loyers）を外國人に適
用する案についてこの問題が盛に論ぜられた。その時は二つの見解が封立
した。
　第一は行政府、特に外務大臣の意見であつて、政府の解繹は如何なる場
合に於いても司法裁判所を拘束するといふのである。更にフランス外務大
臣の一九三〇年四月二十九日付書翰には「條約の解繹は最終的には外務大
臣に瞬属すべきものである。條約の解繹に關しては他の締約國によつて外
交上の干渉が起され、或は紛争を生するやも計り難いからである。斯かる
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間題の討議は二主権國間に行はるべきもので、全く政府間の、且つ政治的
の範曉に入るものである。」と述べてゐる。廉二六〕との見解に封する反
封の意見はとうである。印ち、斯の如き外務大臣の書翰は裁判所を全く拘
束せざる箪なる廻歌（サーキュラー・レター）に過ぎす隔從つて裁判所は法律
と同様全く自由に條約を解繹し得るといふのである。裁判所側の意見は外
務省の意見に合流せす、條約の自由解繹灌ありとなし、外務省の解繹に封
し一切の拘束的性質を認めることを拒否してゐるoフランスでは破鍛院
（1泓cour　de　Gassation）の上級委員會が一時外務大臣の説を容れたが、後
に至つて之を訂正し、結局現在は裁判所側は學つて自由解繹権ありといふ
に一致してゐる如くである。
　次に米國では本問題はある種の事件については政治的問題に關する裁判
所の管轄穰の問題として重要な局面を展開する。帥ち、「事件」として、條
約、國際法の解繹適用の客盤となり得る如き場合でも、政治的問題なりと
の理由から之に封する裁判所の管轄構を裁判所自らが否定することがある
のである。米國の場合は、これは立法部と行政部とを一括した所謂政治的
部局がある種の事項につき最絡決定椹を有し、司法部はその決定に關與せ
ざるか叉はその決定に從ふべきであるとv・ふ思想に出稜する・これは滑革
的には、國際關係についての政治的部局の決定を裁判所で問題とすること
を許さすといふことから嚢生したのであつて、法の絡局的決定を行ふもの
は裁判所なφとの理論とは矛盾するが國内政治上の原因から。そこに一つ
の限界が設けられた事實は興味深きものがある。r註島七〕その他の國では、
イタリーが・フランスの如く私釜關係の訴訟に限ゆ裁判所に解繹権あ砂と
する他・英國、ドイツ、スヰス、ギリシヤ・ベルギー等では、一切の訴訟
に於ける條約の解繹は私釜幅公釜何れに關係するを問はす裁判所に之を行
ふ権限ありと認めて居るが如くである。〔誌二八〕
我國に於いては條約の解繹を行つた判例はその敬極めて少く、〔註二兎〕
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此等の事例のみを以つては、我國の國内裁判所に條約の自由解繹樺あφや
否やの問題について何等唆示せらる～ところなく、未解決の問題として置
く他はない。
〔註二四〕　この黙につきては各國の條約締結手績をも詳細に検討する必要があ
　　る。拙稿「外國に於ける條約の締結、署名及び批准の手績」（「國際法外交雑
　　誌」第三十四巻第六一八號）参照。
〔註二五〕RuthD．Masters，lnter臨i・n乱1LawinN訊ti・naIC・urts，NewY・rk，
　　1932，pp、23，89，125，195　etc。
〔註二六〕PiるrreCh翫illey，Th6・rieg6n6r＆1destr乱it6sintern醐・naux，1934，P・
　　44．
〔註二七〕　高柳賢三教授「違憲立法審査椹の政策的制約　　司法的憲法保障制の
　　法理及其蓮用」（「國家學會雑誌」第四十九巻第七號、九一一二頁）。
　　Charles　Pergler，Judicial　Interpretation　of　Illtern翫tiona1』Law　in　t｝le　United
　St＆tes71928，p．169etc．
〔註二，、〕　Pi6rre　Chailley，op・cit・，P・45・
〔註二九〕　「同盟國及聯合國と濁逸國との李和條約、第十編第四款附薦書第一項
　　等の趣旨」（大審院大正＋三年（オ）第七七七號、昭和二年三月二＋日民事第
　　三部剣決　　法律新報第一一〇號）、「工業所有椹保護同盟條約」（大審院判例
　　録、大正四年五〇一頁）、「日本大不列顛國修好通商條約」（同上明治三十年八
　　巻二〇頁）、「日濁通商航海條約」（同上明治三十四年四雀一頁）・
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第＝章　　國際裁判駈の行ふ條約の解i鐸
第一節　　國際裁判溺の権隈
　條約の解繹が仲裁裁判制度の出現によつて長足の進歩を途げたことは前
述の通りである。その生ぜざる以前に於いては條約の解繹は實質上は全く
締約國の任意事項であり、締約國間にその解繹につき意見の相違あるとき
は職争の手段にまで訴へられることが普通であり、又それ以外には方法
がなかつたのである。然し乍ら今日に於いては條約中に所謂「合意條項」
（Coml）romise　cl乱use）白口ち締約國間に該條約の解繹問題に關して意見の一
致を見ざる場合は、之を仲裁裁判によつて解決すべき旨の規定が含まれて
ゐる。國際聯盟の主唱の下に締結されたる各種の多数國間條約、帥ち聯盟
條約中には殆ど凡てに必す斯くの如き規定が設けられてゐる。〔註置O〕從
つて原則としては國際裁判所による條約の解繹は訴訟當事國の合意による
の他行はれないのである。現在の國際法に於いては國家の意思に反して裁
判を行ひ、之を拘束することは出來す、國際裁判所叉は仲裁裁判官は訴訟
國の合意中にその罐限の基礎と限界を叢見し得るに遇ぎない。斯くて常設
國際司法裁判所が設立されたる以前に於いては強制管轄といふものは全く
存在せす、國際紛争雫和的虞理に關するヘーグ條約でも、條約の解繹に關
する紛雫が一般に仲裁裁判叉は司法的解決に付託するに適するものとして
學げられてゐるに過ぎない。〔註罵一〕勿論現在とても強制管轄は甚だ限定
されたものではあるが、常設國際司法裁判所規程第三＋六條に關する義務
的管轄の受諾、即ち所謂選揮條項の制度は一つの大いなる進歩といはねぱ
ならない。同條項の署名國は他の若干の種類の紛争と共に條約の解繹に關
する紛争に關しては同裁判所の義務的管轄を受諾してゐるのである。印ち
署名國は慮訴義務を有するのである。〔註三二〕叉一九二八年九月二十六日
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のジュネーヴー般議定書第十七條にも之に關する規定がある。〔註三三〕
　〔註三〇〕　交通の自由に關する條約（一九二一年四月二十日バルセローナ）國際的
　　關係を有する可航水路制度に關する條約（同上）關税品目統一に關する國際條
　　約（一九二三年十一月三日ジュネーヴ）鐵道の國際制度に關する條約（一九二三
　　年十二月九日ジュネーヴ）海港の國際制度に關する條約（同上）電力輸途に闘す
　　る條約（同上）ニケ國以上に亙る水力設備に關する條約（同上）第二回阿片會議
　　關係の條約（一九二五年二月十九日ジュネーヴ）輸田入禁止制限撤駿國際條約
　　（一九二七年十一月八日ジュネーヴ）痂藥類製造制限及び分配統制條約（一九三
　　一年七月十三日ジュネーヴ）等である。
　　樹ほ合意條項については、常設國際司法裁判所の権限に關するものは同裁判
　　所の年報に集録されてゐる故これを参照せられた）・。（P・C・1・J・Series　IE，
　　Nos．1－11）．
　〔註三一〕　帥ち一九〇七年のへ一グ條約第三＋八條の如き「締約國ハ法律間題就
　　中國際條約ノ解繹又ハ適用ノ問題二關」する「紛箏ヲ虎理スルニハ仲裁裁判
　　ヲ以テ最有敷ニシテ且最公平ナル方法ナリト認ム・散二前記ノ間題二關スル
　　紛争ヲ生シタルトキハ締約國二於テ事情ノ許ス限リ仲裁裁判二依頼セムコト
　　ヲ希望ス」と蓮べてゐるに過ぎぬo伺ほ聯盟規約第十三條第二項にも「條約
　　ノ解繹…・二關スル紛争ハー般二仲裁裁判二付シ得ル事項二属スルモノナル
　　コトヲ聲明ス」と唱つてゐるo
　「註嵩二〕　この追加議定書の文言は次の通りである。「距當ノ委任ヲ受ケタル下
　　名ノ者ハ裁判所規程第三＋六條第二項二基キ左ノ條件ニテ裁判所ノ管轄ヲ當
　　然二且特別ノ合意ナクシテ義務的ナリト自今認ムルコトヲ其ノ本國政府ノ爲
　　二樹宣言ス」。
　　　選鐸條項の最近の受諾朕況については拙稿「一九三〇年一一九三二年に
　　於ける國際紛争亭和虎理の護達」（「國際法外交雑誌」第三＋三巻第五號、五
　　二頁）参照。
　〔註翼置〕　同條は「一切ノ紛雫ニシテ之二關シ當事國力互二椹利ヲ雫フモノハ・・
　　・・裁判ノタメ常設國際司法裁判所二付託セラルヘシ・…右紛争ハ特二常設國
　　際司法裁判斯規程第三十六條記載ノ紛雫ヲ含ムモノトス」と規定してゐる。
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第二節　　條約の解縄と第三國
通常、國際裁判所による條約の解繹は當然訴訟営事國のみを拘束するに
限られる。常設國際司法裁判所規程第五十九條も「裁判所ノ裁判ハ當事
國悶二於テ及其ノ特定ノ事件二付テノ外ハ拘束カヲ有セス」と規定してゐ
る。叉ある條約の解繹が如何に正當に行はれるとも、關係なき第三國の穰
利義務を決定する如き事項を解繹することが出來ないのは明かである。
〔藪罵四〕
然し乍ら常設國際司法裁判所規程第六十三條は裁判所の行ふ條約の解繹
が第三國をも拘束し得る場合の存するを示してゐる。印ち同條は「事件二
關係スル國以外ノ國力當事國タル條約ノ解繹力間題タル場合二於テハ裁判
所書記ハ直二一切ノ此等ノ國二通告スヘシ、斯ク通告ヲ受ケクルー切ノ國
ハ手績二参加スルノ構利ヲ有ス、尤モ右権利ヲ行使シタル場合ニハ判決二
依リ與ヘラレタル解繹ハ該國ヲモ均シク拘束ス」と規定してゐる。伺ほ一
八九九年の第一同ヘーグ條約にも、（第五十六條）、叉一九〇七年の第二同
ヘーグ條約にも、（第八十四條）、同様の規定が存する。
　〔註翼鴎〕　一九二八年四月四日の常設仲裁裁判所の11e　de　Palms事件に關する
　　剣決書第三三頁（Piもrre　Ch＆illey「，op・cit・，278）・
第罵節　　條約の解繹に於ける國際裁判所の機能
國際裁判所が條約の解繹に關する事件を虞理するに當つて、當該條約の
正文を解繹する過程は箪にある既存の意味を探求するにあるものであらう
か。裁判所の機能は決してそのやうなものではない。ポーランド領上部シ
レジアの少数民族累校の事件中で常設國際司法裁判所が述べてゐる如く、
「法の一般原則に從へば、裁判所が條約の規定に與へたる解繹はこの解繹
にょつて定められたる意義を條約の規定が最初から有してゐたと考へられ
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ねばならぬといふ意味に於いて、遡及的致果を有する」ことは事實である。
〔註罵五〕然かもこれはその解繹が以前から存してゐた意味に形を與へるに
過ぎないことを意昧するものでなく・解繹はその正文に意味を與へること
を含むのである。國際法には術語が少ししかなく、從つて國際條約に用ゐ
られる言葉は正確なる意味を有するものは極めて稀である。從つてそれら
は之に内容が與へられるものとしてのみ解繹され得るのである。それは機
械的な、或は叉自働的な過程ではない。必すその結果を留意しなければな
らないのである。而してそこに條約の解繹に於ける裁判所の機能の重要性
が存在する。裁判所は條約の解繹を求められた場合、その條約の正文の起
草に作用したと察せられる有力なる動機よりも、寧ろその實際的敷果を観
察しなければならぬといふ所以は此虞にある。〔註三六〕從つて以上述べた
ところのこの解繹の過程の性質に留意して、裁判所の解繹の機能が如何な
るものであるかを考察して見るに・それは「條約の正文の正確なる意味を
確めること」であるといつて間違はないであらう・〔註三七〕更に裁判所の
言葉を借りていへば「裁判所の任務は裁判所に提供されたる一切の資料を
考慮に入れて正文をそのあるま玉に解繹することである・」〔註三八〕
　又裁判所が條約の解繹に於いて當事國の解繹したるところに拘束される
ことなく、自ら自由に之を解繹し得ることは既に裁判所の確定的なる見解
によつて示されるところである。〔註罠八〕然し乍ら裁判所は解繹の過程に
於いては完全なる自由は有して居ない。それは當該事件に於いて與へられ
たる自己の権限に封する反省と、當事國の眞意に封する探求と、そして與へ
られたる正文の尊重とV・ふ三つの重要なる義務を有してゐるのである。と
もあれ裁判所はこの嚴格且つ廣汎なる制限の中に於いて、條約正文の正確
なる確定を最経目的となし、且つその決定によつて及ぼされる具膿的敷果
を自畳しつ玉活動しなければならないのである。
　〔註夏五〕　P．C。1．J．Series　A／lB　No。40，p、！9．
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〔言主意プ驚〕　P・C。1、」．Series　B　No・13，P・19・
〔註罠七〕P．C．1。」。Ser量esA声N・・44，P・33・
〔言主罠∫㌧〕　　Ibid，P・4α
〔註罠爽〕上部サヴォアとジェ．クスの自由地帯に關する事件。横田教授、前掲剣例
　研究、一九五頁。
第騰節　　條約の抽象的解縄
　裁判所は條約の規定につき隔その具膿的適用の問題から離れて。之を解
繹することが出來るか。換言すれば條約の抽象的解繹のみを行ふことが出
來るか。常設國際司法裁判所は之を肯定して曰く、「國家が裁判所に封し
て條約の抽象的解繹を求めてはならぬといふやうな理由は何等存在しない
やうである。寧ろそれは裁判所が途行し得る最も重要なる機能の一つであ
る。事實判決第三中にもその例がある」〔註四〇〕と。裁判所自身が指摘す
る如く、判決第三、自目ちヌイイ條約の解繹に關する事件に於いて條約の抽
象的解繹を行つたのである。然し乍ら裁判所は通常は條約の解繹をその適
用の問題に關聯して求められるのであつて、純粋な抽象的解繹が行はれた
場合は極めて稀である。條約の解繹と適用の關係に關する問題については
次項に述べる通りである。
　〔註四〇〕　上部シレジアのドイツ人の利盆に關する事件、P・CJJ・SeriesA，No・
　　7，pp。18－19）横田致授、前掲判例研究、六四頁。
第五節　條約の解縄と適用
　多くの條約はその規定の「解繹及び適耀」に關する紛孚又は意見の相違
について裁判所の管轄椹を規定してゐるが・時には「及び」（翻d）といふ
代切こ「叉は」（or）といふ接績詞が用ゐられる場合がある。然し「及び」
（踊d）といふ言葉は代替、加重いづれにも解繹され得る。〔謹四一〕叉解繹
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が通常適用に關聯を有すると同様、條約規定の適用に關する紛争も殆んど
憂ゆなく何等かその解繹間題を含むものである。叉マヴ・マチス事件に於
いては「實施」（execution）といふ字も出て來たが、ある約定に用ゐられ
た「適用」なる文字は「實施」といふ文字よりも廣い意味を有してゐると
考へられた・r實施」は「適用の一つの形式」であるからである・〔謎四二〕
上部シレジアのドイツ人の利釜に關する事件の判決では、「解繹と適用に
關する意見の相違」とは「適用の範園に關する意見の相違をも含む」もの
であるとされ、〔註四三〕叉それは不適用に封する損害賠償に關する紛争を
も含むものであるとされる。〔註四四〕
　さて然らば、初めの問題に還つて、條約の適用と解繹とは如何なる相違
があるかといふに、條約の解繹とは條約の規定に意義を與へる過程、印ち
條約の規定の意義を確定することであり、適用とは條約の規定と具艦的事
實との關聯したる結果を決定する過程、部ち具騰的事實を抽象的規定に照
して爾者が適合するか否かを判断することである。〔註四五〕
　然し乍ら果して一般的に解繹が適用とは全然離れて、抽象的解繹の意味
に用ゐられてゐるか否かは問題であつて、裁判所もこの勲を未だ明かには
してゐない。通常は前記の如く、解繹と適用とは密接なる關聯性を有して
居るものの如くであつて、反つてこの爾者の關聯性ある事實が、裁判所の
條約を解繹する機能の途行をより重要ならしめてゐるやうに考へられる。
〔註四一〕P。C．1．」．SeriesA．No・6，P。14三No・7，P・18・但し1λC・1・」・Series
　A　No・6，p・35の・ストゥォ・ウスキー裁判官の意見を滲照。
〔註四二〕　P。C，1・J・Series　A，No・5，PP・47－48・
〔註四麗〕　P．C．1、」．Series　A，No．6，PP。16，29－30・
〔註四四〕　P・C、1，」・Series　A，No・9，PP・20－24・
〔註四五〕　P・C・1・」・Series　A，No・9，p・39・横田教授、箭禍判例研究、六五頁
　滲照。
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第慧章　條約解繹の準則
　前にも屡よ述べた如く條約の解繹に關しては最近に至るまで何等國際法
上慣習や慣例的規則が存してゐなかつた。グ・チウス以後或は羅馬法中に
存する解繹に關する規則が準用され、或は亦法の一般原則が準用されて來
た。從つて嚴格にいふと條約解繹の準則なるものは國際法の部分を構成し
てゐる分子ではなかつたのである。然し乍ら此等の種々の原則は條約の解
繹の原則として要當であると一般に認められ、國家にょ夢叉仲裁裁判官に
よつて度々援用準擦されるに從つて、相當権威ある原則の如く考へられ、
著書の中に列基されるに至つた。斯の如く學者によつて從來創始せられ且
つ支持されて來た原則を假に學理的原則と稻することにする。
　之に封して常設國際司法裁判所がその経験より愛當なりと考へ旦つ遵守
してゐるやうに思はれる解繹の原則が存する。勿論裁判所も前記の學理的
準則を適當と認めて之を援用することもあり、爾者は決して封立的なもの
ではないが、同裁判所の判例中に現はれたる條約の解繹の原則とも見られ
るものは、その椹威と重要性については特別の考慮が沸はれねなぱらない
と考へられる。何故ならば、學理的準則は未だ純粋の國際法上の原則とし
て認められす、叉英米學派と大陸學派の學者によつてその原則に與へられ
る要當性についてはそれぞれ意見が相違してゐるからである。
　常設國際司法裁判所は國際法の創作した最も権威ある國際裁判所であ
砂、確定した基礎の上に立つて着々と活動を績けてゐる。〔註四六〕國際法
に於ける英米學派と大陸學派はこの組織の内に初めてその融合鮎を見出す
のである。裁判所はそのいづれに加澹することなく、充分の考慮を：費した
上、採るべきは探り、採るべからざるものは之を採らないのである。〔註四七〕
從つて裁判所の探りたるものは、それが風判決の中に運守されるときは、
それは英米主義、大陸主義のいづれからも離脱したところの〔註四八〕裁判
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所が新に且つ自由に決定したる一つの慣例法規を形成するに至るのであ
る。從つて或は之を國際判例法といつてもよいであらう。裁判所が判決中
に屡土運守したやうな條約解繹の準則は勿論この慣例法規と認められるに
至るであらう。そして學理的準則も愼重なる槍討を経て、安當なるものの
み選揮されて、裁判所の運守するところとなφ、此等は判例的準則叉は慣
例的準則として一つの罷系を與へられ、組織化されるに至るであらう。こ
こに初めて國際法は純粋なる自己の條約の解繹の原則を褒見することが出
來るのである。
　禽ほ稀には條約自身が解繹の原則を規定してゐるものがある。帥ちヴェ
ルサイユ條約第十三編（勢働編）第四〇五條末項がその一例であつて、同條
は「締盟國ハ如何ナル場合二於テモ勢働総會力或渤告又ハ條約案ヲ探用シ
タル結果トシテ其ノ國ノ現行法制上當該勢働者二與ヘタル保護ノ減殺ヲ要
求セラルルコ1・ナカルヘシ」との「原則二從ヒ之ヲ解繹」すべき旨を規定
してゐる。斯の如く條約の解繹の原則が條約中に規定されたる場合は、該
條約を解繹するに當り之に從ふべきは勿論である。
〔註四六〕　常設國際司法裁判所は「徳望高ク且各其ノ國二於テ最高ノ司法官二任
　セラルルニ必要ナル資格ヲ有スル者又ハ國際法二堪能ノ名アル法律家ノ中ヨ
　リ其ノ國籍ノ如何ヲ間ハス選墾セラレタル濁立ノ裁判官ノー團ヲ以テ」構成
　されて居り、（同裁判所規程第二條）裁判官は選墾せらる＞に先ち・裁判官の
　候補者として指名される際は「自國ノ最高司法裁判所、自國ノ法律大學及法
　律學校拉法律研究二從事スル自國ノ學士院及國際學士院ノ自國ノ部ノ意見」
　によつて推されるものであり、（同第六條）且つ「総盤トシテ重ナル文明ノ形
　態及世界ノ主タル法律ノ系統ヲ代表ス」るものであるから、その構成する裁
　鋼官の素質から見ても最高の灌威ある國際司法裁判所である。仲裁裁判所の
　如く構成が一々攣るものでなく、從つて、そこに一貫した理想も有し得るも
　のと、思ふQ
〔註四七〕裁判所の「一切ノ問題ノ決定ハ辮諭二出席シタル裁判官ノ多敷決ヲ以
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　テ」なされる。（裁判所規程第五十五條）
〔註四八〕　「國際法に於ける所謂英米及び大際雨，思想學派」と題する論文中でラ
　ウターパハト教授はこの間題を論じてゐるが、同教授は既に今日に於いても
　爾學淑の存在を認めることは好ましからざることであると指摘し、前註の裁
　判所規程第五十五條の多数決の制度よ夢爾學派の封立關係が崩竣するもので
　あると主張してゐる○（IL批u捻rpacht，TheSo－calledAnglo－AmericanandCo11－
　tinental　Schools　of　Thought　in　IIltern翫tiol逸1Law，B・Y．1・L・1931）
常設國際司法裁判所の判例に現はれたる條約解建の準則
　條約の解繹を行ふに當つて裁判所が非常に制限された範園内で行動しな
ければならないことは前述した通りである。裁判所は輿へられたる正文を
奪重すべき義務を常に有してゐるに拘らす、この正文を説明するため裁判
所に提供せらるべき資料や讃擦等も完全な砂とは言ぴ得ない。從つて斯の
如き廣汎なる制限を課せられてゐる裁判所は必要以上に融通性なき嚴格な
る原則を自ら作つて自縄自縛に陥る如きことは絶封に避けなければならな
い。幸ぴ裁判所はこのことを認め、規則の樹立を急ぐやうなことはしてゐ
ない。然かも後述の如く。その作つたと思はれる規則も甚だ愼重な形で述
べられてゐるが、それは裁判所として當然の行き方であるといはねばなら
ない。
第一節　當事國の意思
　條約を解繹するに當つて裁判所が第一に求めなければならないものは當
事國の意患である。〔註瞬九〕然してそれは第一に締約國闇の共通意思の探
求でなければならない。
　裁判所の判決及び意見で、解繹の指針として「當事國の意思」に言及し
てゐるものは枚墨の逗なき程である。當事國が確かに有して居り、且つ表
示したところの意思は敷果が與へられねばならないといふ基礎的原則は最
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も重大なる如く、〔註五〇〕裁判所は屡よ之を明示してゐる。凡ての訴訟に
於いてそうであるが、當事國が提起した事件に於いて、當事國がその解決
を豫見し叉は解決を行はんと努力したといぴ得るやうなことは極めて稀な
ことである。〔註五一〕又裁判所に提起された問題は當該條約が締結された
時に豫見されなかつたものであるか、或はそれが豫見された場合もその解
決について合意が行はれなかつたものかである。後者の場合は國際條約作
成の場合に特に生するものであつて、これは不可避的な安協の結果生する
ものに他ならない。國際會議では共通の了解が豫め達成されない丈言を屡
よ條約中に用ふる事實のあることは一般に知られてゐるところである。時
には之を不明瞭のま瓦にして置くことが故意になされることすらある。主
たる目的が不確定のま～であることもある。〔註五二〕叉ある場合には、正
文の解繹について相違を生ぜしめんとの意圖からではなく、將來の良妊な
る蛮展を期待し、確かに豫見されるところの問題の解決をわざとそのま曳
にして置くこともあるo〔註五三〕
　裁判所が取扱はねばならないやうな紛孚が生するのは確かにこの種のも
のである。帥ち、（一）紛争の生すべき状態が豫見されなかつたか、或は
（二）豫見されてはゐたが、それに封して何等明白且つ決定的な規定を設
けなかつたかのいづれかであるo
　當事國が豫見せざりし紛孚に關する事件では、若し當事國の注意が斯か
る問題の可能性に向けられたならば當事國は斯く考へたであらう、或は斯
く規定したであらうといふことを推測し得るに過ぎない。これは解繹上甚
だ困難な事ではあるが、斯の如き事件を取扱ふことは裁判所として適當な
る機能であるといはねばならぬ。〔註五四〕これは女子の夜間勢働に關する
條約の解繹に關する事件の意見中で裁判所によつて認められたところであ
つて、「普通の意味にとれば、條約の文言が充分に包含するところの若干
の事實や歌態が、條約の締結の當時に考へられてゐなかつたとの軍なる事
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實のみによつては、一般的意味の規定をその文言と一致しないやうに解繹
することは許されない。」〔註置五〕と述べてゐる。又「事實叉は状態」が豫
見されてゐてもそれに封して決定的規定なき場合は、裁判所は當事國の意
思以外の考慮に基いて之に内容を與ふべきことを求められる。從つて條約
の解繹に於ける當事國の意思の問題は非常に複雑且つ困難なるものであつ
て軍なる原則の適用にょつては解決し得ないことが認められねばならぬ。
後に蓮べる條約の正文と當事國の意思との關係、準備交渉に於ける當事國
の意思、その他の事項は殆どすべてが本問題に關聯するものであるが、「営
事國の意思」そのものに關する根本問題については、裁判所の機能は今の
ところ何等制限さるべきものでないとされ、從つて原則の如きは作られて
ゐない。
〔註四れ〕　P。（11」。Series　B，No。15，P。17．
〔註五〇〕「當事國の意思」と「暴力によつて生掻しめられる條約」との問題につ
　）・ては：Lauterp＆cLt，：Functioning　ofL8w　in　thelntern鵠tional　Community，
　1933，P，272．滲照
〔註五一〕　これは國内裁判所に於ける契約に關する事件についても同様眞賓であ
　る。「訴訟は通常、最初より當事者間に純粋の合意の不存在なりしことを示
　すものであるo若し爾當事者が之を豫見したならぱ、契約の作成の當初にあ
　つて之に封する規定を設けたであらう。赦に裁判所が該契約の丈言を解繹せ
　んとする時は、裁判所は一般に過去に於ける事實上の意味を爽見せんとする
　に止まらざるものであるo」（Mor曲R．Cohen，The　B我sis　ofContract，Har－
　vardLawReview，1933，P。577）。
〔盤竃二〕　これはダニューブ河ヨー・ッパ委員會の権限に開する事件にも現はれ
　た。裁判斯は日く、「起草者はガラッ及ぴブレイラ問の職争前に存したる歌
　態を鯨りよく知らなかつたので、その歌態が如何なるものであらうが、兎に
　角之を維持すぺきものであるといふに同意したのであつた。」と。（P・C・1・」・
　Series　B，No。14，pp，31－32）．
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〔註五三〕　P、C．1。」、Series　A／B　No．46，P．182．
〔註五四〕「用ゐ得るところの一切の資料を考慮したる後、當事國の意、思又は當
　事國の意思なりと推定さるべきものが何であるかを爽見することが」裁判官
　の任務である。（Lauterpacht，oP．cit、，P．130），
〔言主五五〕　P，C．1．J．Series　A／B　No，50，P。377。
第二節　　明白なる正文の奪重
　裁判所の從來の判例を通じて見受けられる明かなる傾向は前項に蓮べた
る「當事國の意思」を確める第一の階程として、解繹さるべき條約の正文
の所謂「本來の」意味を探求し検討することである。そしてこの正文の意
味が充分「明白なる、jときは裁判所は他の讃標を求むることなく、この正
：文を適用しなければならぬといつてゐる。
　「本來の」（natura1）といふ言葉の代はりに1iter乱1駐五六〕9rammatic泓1
〔註五・ヒ〕・rdinary〔註五八〕…rmal〔註五九〕1・gical〔註六〇〕re乱son翫ble
〔註穴一〕といふやうな文字が用ゐられてゐる。用語は種々異なるが、「本
來の」といふも「通常の」といふも其虞に特別の意義の相違はなく、通常
の慣用に從ふ如くである○
　この正文の意味が「明白なる」ときは之を適用しなければならないとか
いはれる場合のこの「明白なる」意味とは如何なるものか。國家が當該正
文に與へてゐる解繹が同一でなかつたり、又裁判官中のあるものが「明白
でない」といつてゐるに拘らす、裁判所は之が「明白なる」意味を有して
ゐるといつてゐる場合がある。〔註六二〕
　然らば裁判所が第一に奪重しなければならぬ正文の意味が「明白なる」
ものであるといふ場合、裁判所の大多数の裁判官が「明白である」と認め
れば、當事國が「明白でない」といつてもそれは「明白なる」意味を有す
るものと看徹されるのか。裁判所は如何なる事情に於いて正文の意味が明
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白でありとし、之を尊重しなけれぱならないとしたかも少しく判例を研究
して見よう。
〔註蕊六〕
〔鮭五セ〕
〔註覧八〕
〔駐五九〕
〔註穴0〕
〔註六一〕
〔駐六二〕
P．C．1．」．SeriesA，N・．9，P．24。
loc．cit．3P．C．呈．」．Series　A，No．23，p．26。
P．C．IJ，Series　B，No．11，p。37，
Ibid．，P。39弓P，c．1。」．serieszVBN・，41，P・6L
P．C．1．J．Series　A，No．9，P，24．
P。C．1．」，Series　B，No，7，P，203Series　B7No。11，P。39・
婦人の夜間使用に關する條約に關する事件では裁判斯の多敷説は同條
　　約第三條が「それ自身明白なり」といふに封し、アンヂ・・チ裁判官は「少く
　　とも不明瞭なり」と）・ふべきなりと述べてゐる。（P・C・1・」・Series　A／B　No・
　　50，1）P．373，388）。
?、 ウィンブルドン號事件
　本件は裁判所が一九二三年八月十七日判決第一として決定を下した事件
であるが、〔註穴三〕本件に於いて裁判所は「キ・一ル運河及びその入口はド
イツと平和關係にある一切の國家の商船と軍艦のために全く平等に開放さ
れ、常に自由たるべし」とのヴェルサイユ條約第三百八十條の規定がドィ
ツの主穰に義務を課すものにして、從つて一九二二一年ポーランド、ロシア
間に未だ2卜和條約が批准されざるとき、フランスに雇はれたるイギリス船
が職時禁制品を積んでポーランドに向ぴたる場合、該船の運河通航を禁止
することを妨げるに至るものな砂と解繹せらるべきや否やといふ問題に當
面した。裁判所は之に封して肯定的な結論を下し、第三百八十條の正文が
噺定的（c協tegoric翫1）であり、且っ「何等の疑ぴをも生ぜざるもの」であ
る、該條約の新制度によりドイツはその敵國の艦舶の通航を拒縄し、以つ
て該敵國に封して防衛をなし得る、若し同運河の通航條件がドイツ國と
平和關係にある二國間に生じたる衝突によつて攣更されるとするならば
「該條約は間違ぴなくその如く規定したであらう」叉「この創除は疑ぴも
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なく故意に行はれたものであらう」と述べてゐる。裁判所は叉この結論は
第三百八十條の文言をドイツ國の他の國内可航水路に關する該條約の他の
部分（第＋二編）中に見られる他の規定と比較するとき、更に一暦至當なる
やうであると述べ、キール運河に關する規定（第三百八十條以下の）は「從
つて猫立したるもの」であり、且つ若し此等が該條約第十二編の條文の助
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レゾン　デ　トルけを得て補足せられ解繹せらる』要があるといふならぱ、その「存在意義」
を：失ふであらうと結んだ。裁判所は更にドイツが該運河に關する主権の行
使に重要なる制限を課せられてゐることを認め、この事實は斯くの如き制
限を規定する條文に疑ぴある場合、之を制限的に解繹する理由として充分
なるものであると述べた。然し乍ら裁判所は「所謂制限解繹を行ふときは
該條文の明白なる正文に反せす、且つ明白に認められたることを破壊する
に至らざる範園内に限るべきであると思惟する」と述べた。〔註六四〕この
場合「明白なる正文」とそれ以外の本來的ならざる附帯的誰擦の間には殆
ど犠鰯がなかつた。帥ち裁判所はドイツが提出した誼嫁は第三百八十條に
使用されたる丈言に封し、より狡い意義を締約國に與へんとした事實を
立誰したものとは考へなかつた。然して之は判決中に論ぜられなかつた。
〔註六五〕裁判所が言及したところの他の二黙は第一に、ウインブルドン號
の運河航行を許しても、中立國としてのドイツの義務は侵害されぬこと、
第二にウインブルドン號事件の時ドイツ政府はドイツと楽和關係にある交
職國の軍艦に封し運河通航を拒否する構利を主張しなかつたことである。
　アンヂ・ッチ及びフ・一バー爾裁判官はその反封意見中に於いて次の如く
結論してゐる。キール運河に關する條項は李常の事情、帥ち牛和歌態に於
いて中立國の構利義務に關係なく適用され得る制度を考案したにすぎぬ、
と。又曰く、條約を解繹するためには「國家間の歌態の複維性及び締約國
が猫立せる政治的實騰なることに考慮を沸はねばならぬ。」と。雨裁判官
は更に「條約の正文が明白なるときはその文法的意義が制限さる玉こと
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なく、叉籏張されることもなくそのま玉受け入れられねばならぬことに同
意するも、該正文が一つの思想を表現せざる限り債値なきものたることも
同様眞實であると述べ。叉締約國の意思が矛盾せる若くは不可能なる結果
に導く如き思想、又はその場合當事國の意思を逸脱したりと看徹されねば
ならぬ如き、思想を表示する筈であつたといふ如き推定は下してならぬ。凡
ての契約、特に國際條約の純粋的文法的解繹はこの黒占に至らざる内に之を
止めねばならないと述べた。裁判所は叉第三國間の職争によつて一國の該
穰利が左右される如き約定は「決して考へ得られない」、この穰利は「非
常に本質的なる樺禾山である故、若し疑あるときは條約の規定は之を制限
するやうに解繹せざるを得ざるべく、（假令該規定が斯の如き解繹と転鰯
しなくとも）此等の考察は「第三國の利釜を左右する相互的ならぎる恒久
的規定」に封して特別の力を以つて適用されるであらうと述べてゐる。
〔註六六〕
　アンヂ・ッチ及びフ・一バー雨裁判官は若し第三百八十條がその「嚴格な
る文字上の意味」にて解繹されるならば、交職國としてのドイツはドイツ
と早和關係にある國に属する船舶なる限り、中立國の船舶に到して運河の
通航を自由に公開せねばならぬことになる事實に力黙を置いた。「又この種
の義務は戦時にドイツによつてその運河の自由通航樺を奪重される國の側
にも同一の義務なくしては殆ど信じ得られぬ星）のである」と述べ、更にス
ェズ、パナマ爾運河に關する規定中に於ける如く、締約國が戦時にも水路
を公開する旨を約定したる場合は、「最も重大なる事項として」その期間之
に封する奪重を確保するため注意を沸はねばならぬ、若しヴェルサイユ條
約がスエズ、パナマ爾運河に關する條約によつて設けられたと同様の制度
を設ける意向であつたことが事實ならば、斯くの如き種類の規定を創除し
たることは「了解するに困難なるもの」である、と述べ㌔キー・ル運河の地
位が「國際的關係を有する國内可航水路の地位」に類似してゐることは締
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約國に於いて同問題につき交換されたる通告より抽出されたる結論である
と述べた。
　多激派の意見とアンヂ・ッチ、フーバー爾裁判官の意見との間に於ける相
違は詮擦申請の許可に關するものではなかつた。多激派は「明白なる意昧」
に反する該條約の附帯的讃擦の提出叉は之に封する考慮には反封しなかつ
たo〔誼六セ〕斯の如き争黙が存在してゐたことは當初少しも熟知されてゐ
なかつたのである。然し乍ら多数派はその言及したる事情に鑑み、アンヂ
・ッチ、フーバ・一爾裁判官が該條約の特別の文言が用ぴられた意昧を確め
るべきであると彊調した考察を「明白なる意味」の上に置くこと、換言す
れば、「明白なる意味」を前記の考察の下に属せしめることに反封であつ
た。爾裁判官は締約國がキ・一ル蓮河に戦時制度を設け、然して斯の如き了
解を明示したる特別の規定なしに領土主僅の自由を制限するに同意したも
のとは信じられぬと考へた。然し乍ら、多数派の意見としては、その正文
の文言は、該’文言を奪重することより生する犠牲の範園や性質を基礎とす
る議論によつては妨害されることのないやうな意昧を示してゐるものであ
るといふので’ある○
　〔註六罵〕　P．C．1．」．Ser量es　A，No。1弓Hyde，The　Interpretation　of　Tre翫ties　by
　　thePermanentCourtoflntemation乱IJustice，A。」．1。L1930，PP．1－4。3横
　　田教授、前掲判例研究、一一一三頁。
　〔註六四〕　P・C・1・」・Series　A，No・1，PP・24－25・
　〔註穴五〕　キール蓮河關係の條丈起草に至る事情に關してはバスドヴ7ン氏の辮
　　論（P．C．1．」。Series　C。No。3，VoL　I・P・212）及びシッフェル氏の辮論（lb圭d・，
　　P．342）参照o
　〔註穴爽〕　第三百八十條の「ドイッと李和關係にある諸國」なる丈言は「ドイツ
　　　と職雫せざる諸國は第三百八十條以下の條丈の規定を凡ゆる揚合に利用する
　　i費格があることを決して必然的に意味するものでないoそれらは寧ろ亭和歌
　　憲が此等規定の適用に必要なる條件であることを意昧するものであるo」と
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　違べてゐる。又同條約中のキール蓮河開係の他の條交に言及して日く、「ド
　イツが船舶の蓮航に謝して與へる障害には交戦國又は中立國の贅格にて執る
　措置に何等關係なき故、ドイツはこの盗格にて一切の特殊措置：を執るととを
　得ざるものであるカ㍉又はこの黙につきドイツの行爲の自由が該條約によつ
　て制限されてゐないものであるか、執れかを認めねぱならぬことになつてゐ
　る」と述べてゐるo（P。C。1．」．SeriesA∫No・1ンP．38）アンヂロソチ及びフー
　バー爾裁判官は同條約の第＋二編（第三百二＋一條一三百二十七條）の規定
　と比較すれば、キール蓮河關係の條文規定を通じてドイッが「職時に於いて
　事情に癒じたる措置を執る擢利を喪失した」との推諭を正當化するものとは
　考へぬと蓮べてゐる○（三b1d・ンP。39）・
〔註六セ〕　バスドヴァン氏はその口頭辮論中で、フアッテル及びゲッフケンの議諭を
　引用してゐるo（P．C。1．」，Seriesq　No。3y▽oL　I。pp，ヱ97498）。
二、國際勢働機關の構限間題
　本件は一九二二年八月十二日裁判所が意見第二として塵理した事件であ
る。〔註六八〕裁判所に意見を求められた黙は「國際勢働機關の椹限は農業
勢働者の勢働條件の國際的規律にも及ぶや」といふ間題であるが、裁判所
はフランス側から提出された次の如き議論に當面した。帥ちフランス側の
主張は、國際勢働機關の設立は國家主灌よゆ生する構利の揃棄を含むもの
であり、從つて該機關の権限は裁判所の解繹によつて鑛大されるべきでは
ないといふのである。〔註六伽〕裁判所はこの議論に答へて曰く、「フラン
ス側の議論はある程度の道理はあるも、凡ゆる場合に於いて、當該條約の
正文が事實上意味するところに從つて問題を解決しなければならない・そ
の見地より裁判所は本間題を槍討せんとするものである・」と。磁七〇〕
裁判所は更に之に附加して、「條約は全艦として讃まれねばならぬ。その
意味は、若し猫立してゐたならばある一つの意味以外にて解繹されるかも
知れぬ如き特殊的な文言によつてのみ之を決定してはならぬ。從つてこの
趣冒より、該條約の關係部分は不明瞭なるものではなく、該機關の穫限は
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それによつて確立されてゐる・」と結論してゐる。裁判所は意見第十三に
ても同様の立場を採つてゐる○〔註七一〕
〔註六八〕P。C．1．」。Ser三es：B，No．2。横田教授．前掲判例研究、二一四一二
　一九頁。
〔註六九〕　一九二二年六月＋三日フランス政府のメモアール（P・C・1・」・Series　C・
　No・1，P。540）ラプラディーユ氏の辮論（lbid．，PP。153，174－175）参照Q
〔註七〇〕P．C。1。」。Series　B，No。2，P，23．
〔註七一〕P。C。1．」。Series：B，N・、37P。22。
三、ギリシア、トルコ住民交換事件
　本件は一九二五年二月二十一日裁判所が意見第十にて塵理した事件であ
る。〔註七二〕本件に於いて裁判所はギリシア、トルコ住民交換に關する一
九二三年一月三十日の・一ザンヌ條約第二條中のest乱blished（6幅blis）な
る文字に封し如何なる意味と範園を與ふべきや、又「コンスタンチノープ
ルのギリシア住民」の名の下に同條に拐げられたる者が同條約の正文によ
りr定着したるもの」（establishedl6tablis）と考へられ、且つ彊制的交換
より冤れ得るためには彼等は如何なる條件を備へねばならぬかを決定すべ
きことを求められた。
　トルコ政府はこの言葉の意味はトルコの法制に照合して確定すぺきであ
ると主張した。裁判所はこの主張を支持するために述べられた主要なる理
由が「反封の解決はトルコの主樺に影響を及ぼす結果を含むべし」といふ
にあることに言及した。帥ち裁判所は曰く、「この種の義務を生する條約
が、その本來の意義に從つて解繹されるときは締約國の主灌が侵害される
であらうといふことを認めることは出來なV・。」と。〔註七罵〕裁判所がト
ルコの主張を却下したのには他の理由もあるが、該條約の下にトルコが負
捲したる義務の範園が、該正文の「本來の意義」に封する尊重がトルコの
立法政策と異る結果を生する如き事情によつて支配されざるものであると
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考へられた黙は注目すべきところである。
〔註七二〕　P・C・1・」・Series　E，No・10・横田教授、前掲判例研究、二九〇頁。
〔註七ゑ〕裁到所はこれに關聯して日く、「裁鋼斯がウインブルドン號事件の判
　決中にも既に指摘したる如く『國際約定を行ふ椹利は國家主標の属性なP。』
　本件に於いても、締約國の義務は全く耶等且つ相互的である。」とQ（P℃工」．
　Ser玉es　B，No．10，P。21）。
四、ポーランド國籍の取得に關する事件
　本件は一九二三年九月十五日に裁判所が意見を付輿した事件である。間
題は一九一九年六月二十八日の主たる同盟及び聯合國とポーランド國間に
署名された少数民族條約の第四條の解繹、帥ちポーランド國籍取得の條件
に關するものである。〔註セ四〕同條約の第四條第一項は「ポ！一ランドはポ
ーランドに於いて、そこに住所を有する親より出生したるドイツ、オース
トリア、ハンガリー叉は・シアの國籍を有する者は當然且つ何等の手績を
・要せすしてポーランド國民たることを承認し、且つ之を宣言する。本條約
の敷力嚢生の日に於いて本入自ら住所を有せざ砂し場合と難も亦然り」と
規定してゐる。裁判所はその結論を説明して曰く、「裁判所の任務は明白
に定められてゐるo裁判所は明白なる黙に於いて少しの遺憾もなき語旬が
存する以上、他の規定が之に附加されるや或は叉之に代るやを考慮するこ
となく、そのま～にてその語句を適用せざるを得ない。」と。〔註七五〕然
し乍ら裁判所はこの前にポーランド側の解繹を受諾し得ない理由を数個墾
げてゐることを見逃せない。印ちポーランド側は同條約の敷力嚢生の日
（一九二〇年一月十日）及び本人出生の日のいづれにもポーランド領土とな
ゆたる地域に住所を有したる親を有する者のみポーランド國籍を取得する
ことを得るものであると解繹した。〔註七六〕之に反し裁判所は同條約第四
條は本人の出生の日に住所を有したる親に關するものであるとの意見であ
つた。斯くて裁判所はポーランドの主張は解繹を求めたる條項の正’文に反
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するもので、叉國際置例によつても支持されざるものであること・それは
その以前に締結されたる如何なる併合條約中にも見禺されざる無釜の條件
を課するものであること、特に同條約第四條第一項に鑑みてその規定した
る調査は任意的のものであると言明した。
　〔註七四〕　P．C．1．」。Series　B3：No。7．横田敏授、前掲判例研究、二六二頁。
　〔謹七颪〕P。C．1．」．SeriesB，No．7，P。20。
　〔註セ穴〕　シッフェルの辮論滲照。（P．C。1。」．Series　C，No．3，VoL　I，P豊．819－822）・
五、ダンチッヒに於けるポーランドの郵便事務に關する事件
　本件は一九二五年五月十六日裁判所が意見第十一として言渡した事件で
ある。〔註七七〕本件はヴェルサイユ條約第一〇四條、一九二〇年十一月九
日パリにて締結されたるポーランド、ダンチッヒ條約及び一九二一年十月
二十四日ワルソ・一に於ける補足協定の結界ポーランドが得たるダンチッヒ
港に於ける郵便事務を行ふ権利の性質及び範園に關する事件である。ダン
チッヒ側はポーランドの郵政権はダンチッヒの郵便事務猫占の慶止を認める
ことになる故、ダンチ。ヒのため嚴格なる解繹を行ふべきであると主張し
たのであるが、裁判所は之に封して曰く、「條約の規定を嚴格に解繹する
か否かに關する規則は通常の解繹方法に依嫁し得ざる場合にのみ適用され
得るものである。解繹の基本原則はそれが不合理叉は矛盾せるものに誘導
せざる限り、文字はその丈脈に於いて通常に有する意味にて解繹されるべ
きであるといふことに存する。」〔註七八〕然し乍ら裁判所は附加して曰く、
「本件の規定の解繹は含理的なるのみならす、當該規定の他の條文に照合
しても、支持され得るものである」と。〔註セ九〕
　〔註七七〕　P・C・1・」・Series　B，No・11・横田教授、前掲判例研究、三〇二頁。
　〔註七八〕P。C・IJ。Ser1esB，N・．11，P。39，
　〔註七九〕　チュニス、モロ。コの國籍法に關する英佛紛雫にて裁判所は次の如く蓮
　　べてゐる・（一九二三年二月七日の意見第四）“It　mUst　not，五〇wever，befbレ
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gotten　t：h繍the｝》rovision　con撫ineα量n　p躍鰭瓢P五S，in舗CQrd我nce　wi捻wLic怠
癒eC・anO量1，加CertaindrCUm鵬neeS，撤・C・雌neitSe玉ft・repOrtin9甑縁
que籠i・曲，byinter繭・n農Uaw，s・leiywi倣晃施ed・mesticJur樋cti・慧・f
onep磁y，is鉛exce輝ontoth鍾rinc至ples＆飾med並癒eprecedingP鵬一
gra画S鋤dd・eSn・t物ere｛brelendi愈Selft・灘extenSiVeinterpズe輔・n23
（：P・C・LJ・SeriesB，No・4，P・磐5）・
六、トル・、イラーク間國境事件
　本件は一・九二五年十一月二十一輝の常設國際司法裁判所の意見第十二と
して言渡された事件で隔〔註八0〕一九二三年七月二十四日トルコと同盟國
間に締結された・一ザンヌ條約第三條第二項（トルコ、イラーク間國境に
關するもの）の解繹に關するものであへ玄玄に論じてゐる問題に關し特に
重要なる關係を有してゐる。本件に於いてトルコ政府はその主張を彊化せ
んがために「若し條約の正文が明白ならざる場合は、数個の許さるべき解
繹を選揮するに當り、當事國に課する義務の最も小なるものを採繹すべき
である」との原則を基礎としたやうな議論を行つた。然し裁判所はこの原
則が「完全なものであることは認めた」が隔この場合は裁判所の意見で當
該條文の正文が「明白」なるものである故、本件に關する限夢この原則も
憤値なきものであるとの意見を下した。〔註八一〕その明白なることは右原
則の適用によりても毫も不明瞭にされないといふのである。
　〔蕪《0〕　1）。C．1。」。Series　B，No・12・横田教扱、前掲判例研究・三一四一
　　三三二頁。
　〔聾八一〕P．C。1．」。Ser三es』B，N・・12・P・25・
前記各事件を綜合考覆するに、裁判所が此等の事件に於いて與へた結論
は、ある正文が通常の慣例にて「明白なる．iか又は明瞭なる意味を傳へる
場合に於いては㌃紬約國はこれを斯の如き意味にて用ゐたものであるとの
推定を受けなければならないといふにあるらしい。この結論は種々の要因
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によつて張化されてゐるやうであり、又この結論に達する過程に於いても、
裁判所は「條約による義務の性質又は範園は正文明白なりと錐も制限的解
繹の原則を生すべきなり」との議論を彊いられることはなかつた。然して、
明白なる正文の性質は、正文に若干の疑ぴある場合に於いて適當なるやう
な一切の原則を適用する飴地を全く残さないものであるとしたのである。
以上の事件に於いて當事國が通常用ゐらる玉意味（從つて明白な妙と認め
らる玉もの）と異なる意味で當該文言を用ゐたりとの結論を裁制所が合理
的に下し得るには誰擦が全く不充分であつたことは注目すべきである・
　以上の如く常設國際司法裁判所は正文の文言の「明白なる意昧」「本來の
意味」を考慮する機會を得た。この「明白なる意味」は通常種々の考察に
よつて助けられたが、時には當該條文から槻て外部的なる考察に擁つたこ
ともあつた。裁判所は反封の結論に導く如き誰擦が存在しない事件では
「明白なる意味」に擦るものであることを示した。當事國が正文の「明白
なる意味」に反封の外部的謹嫁を持ち出さうとしたことは再三あつたが、
裁判所はよく斯の如き誰振を調査し、その上斯の如き誰篠には當該文言の
「明白なる意味」に封する相當の尊重の結果必要とされる解繹以外のもの
を裁判所が與へねばならぬと充分納得させるやうな何ものをも含まぬもの
であると断定してゐる。亦事實「明白なる意味」と之を相違せる結論に導
く外部的誰擦の間に眞の齪齢の存在した場合は一つもなかつた。若しある
條約の正文が「明白な意味」であるとの解繹に從ふと、締約國側に亘大の
犠牲を生するやも知れぬ場合にも斯く解繹すべきであるとの議論と、「明
白なる意味」が恐らく締約國によつて意圖されなかつたやうな犠牲を含む
結果に導くであらうとの根擦から締約國に負はす負磨を最小限に止むべし
とする議論とどちらを選ぶかといふ間題が生じた時は、裁判所は原則とし
ては使用された文字の本來の意味が假令讃擦にょつて反駁されなくとも、
それによつて含まれる犠牲の性質又は範園を考慮することによつて安協さ
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れるべきものであるとの論には賛成でないとの見解に傾いてゐるやうであ
る。この見解は主樺の行使に封する「重要なる制限」を含む場合ですら之
を棄てやうとはしないやうであるが、とれについては後述の「自由解繹と
制限的解繹」の項で読明する。
第蕊節　　正文に疑ある場合
　前項の場合と異なり・條約の正文の意昧が明白でなく・之に疑ぴあると
きは裁判所は如何にして之を確めることが出來るか。斯の如き場合裁制所
が訴へ得る方法としては準備交渉、文脈、類似規定等が存する。以下その
各汝につき読明することとする。
第一項　準備交渉〔註八二〕
　條約を解繹するに當つて、條約締結前に當事國問に行はれたる準備交渉
を考慮に入れるべきであるか否かの問題については從來英國主義と大陸主
義の二つの見解がある。英國主義は契約又は制定法の解繹に於ける慣習に
從ひ、條約の解繹について準備交渉の援用を許さすとし、大陸主義はその
援用を許し、若し條約自身の文言より締約國の意思を確め得ぬ場合は準備
交渉を考慮に入れて之を推定すべしといふのである・
　この準備交渉の援用の問題について裁判所が如何なる態度を採つたか、
先づ關係判例を楡討して見る。
　〔註八二〕　拙稿「條約の解繹に於ける準備交渉の地位」（「國際法外交雑誌」第三十
　　三巻第六一七號）、Lauterpac｝・t，Some・bservati・ns・nprep乱r＆t・ryworkin
　　仙e　interpre輸tion　of　treat1es，Harvard　L我w　IReview，VoL48，No。4．February3
　　1935．
?、???
働に關する國際勢働機關の権限問題
　本件はフランス政府と國際勢働機關との間に起つた「國際勢働機關の椹
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限は農業勢働者の條件の國際的規律に及ぶや否や」に關する問題であ
るが、〔註八鷺〕本件に於ては、ヴヱルサイユ條約第十三編を起草し、之を
干和會議に提出した勢働國際立法委員會（The　C・mmissi・n　on　Inter・
nation飢Labour：Legisla七ion）の準備交渉について多くの議論が行はれた
が、特にフランス政府代理入A。de：Lapradelle氏が提出した口頭瑠論の
追加意見書は注目すべきものである。睡八四その要領は次の通りであ
る。
　Il鵠，ensubst乱nce，£aitvaloir儀uepuis（lueles奮ermsduTrait6fb・1t
nettement　justice　de　Ia　pr6むentionゑcomp6tallce，ilガy翫pas　Iieu♂我d－
mettredepreuvesextrins6quesensensGontraire，etenoutrequecer一
も訊inesPuissanGesquinンeurent我ucunepartdanscestr我v翫ux，furent
invit6esムacc6der窃uTr乱1t6，ety＆cc6dさrente饒ctivement．〔註八五〕
　裁判所は「條文それ自身の解繹により」斯の如き螢働が勢働機關の権限
内にあるとの結論に達したから、此等の準備交渉の議論に關係する必要は
ないと考へるし、且亦準備交渉中にこの繹論を阻害するやうなものが無い
ことも確かであると述べてゐるo〔註八六〕
　〔註八蓋〕第三章第一節第二項の二参照。
　〔註」～四〕　P．C。IJ．Series　B，No．2．
　〔註八五j　P。c．1．」。series　c，No。1，pp．187＿18g．
　〔註八穴〕P・C．1。」。SeriesB，No・2，P・41・
二、チュニス及びモ・ッコに於ける國籍法に關する事件
　本件は一九二一年フランス政府及びチュニス、モ・ッコ爾王が嚢布した國
籍法に關して英國とフランスの間に起つた紛争事件であつて、フランス政
府が主張する如くこの紛争が國内管轄事項なりや否やについて裁判所の意
見を求めたものである。〔註八七〕本件に於いても解繹の主題をなす聯盟規
約第十五條第八項の歴史的浩革についてフランス政府代理人が誰擦を提出
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したが〔註八八〕裁判所は全然之に鱗れなかつた。この溝極的事實よ夢推
せば裁判所は右の護朦がフランスの主張する黙を誰明するものであると信
じなかつたことが明白である。本件の口頭辮論では英國政府代理人Sir
E　IPollockが準備交渉排除に關する英法の理論を詳細に読明してゐる。
〔註八ブ島〕
　〔註ず㌧セ〕　　P・C。1，」・Ser三es　B，］翼o。4．
　〔註八八〕P．C．エJ．8eriesC，Nα22PP。71－75．
　〔言重3～九〕　Ibid。，P，197。
三、・一チュス號事件
　本件はフランス、トルコ間の紛孚事件であつて、〔議允O〕フランス政府
代理人はその辮論中．一九二三年の惚一ザンヌ條約第十五條の“静inciples
of　intemational　l乱w”なる語の意義は‘‘the　evolution　ofthe　convention”
に照して求めらるべきであると主張した。〔註施一〕
　裁判所は「若し條約の正文がそれ自身にて明白であるならぱ準備交渉を
考慮に入れる必要はない。」叉通常使用される如き“pr量nciples　oぞinter・
nationallaw”なる語は“intemati・nallaw泓sitisapPliedb6twee・鳳11
膿亡ions　belonging　to撒e　eommuni智of　s悌e8”　を意昧するに過ぎぬと
思惟する」と述べ、又「この解繹は當該正文及び條約前丈より抽出された
もので、此の場合、確定的規定に依る場合を除き、右の解繹以外に之を：解
繹することは不可能であり…・條約の準備記録は第十五條の現實の文言に
よつて示された解繹を無覗する如きものを何等備へてゐない。」と述べて
ゐる。〔註九二〕ムアー裁制官も「第十五條の文言は簡軍且つ明白にして、
この解繹には條約の正文以外の資料を必要とせざるものである。」と述べ
てゐる○〔註九罵〕
　〔註九〇〕　P・C・1・」・Series　A，No・ll）・横田教授、前掲判例研究、八二一九九
　　　頁。
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　〔註九”嘱〕　P・C・1・J・Series　A，No，10，p・16・
　〔註九二〕　Ibid．，P。17。
　〔註九三〕　Ib三d，，P．67．
四、トルコ、イラーク間國境事件
　前出のトルコ、イラーク間國境事件〔註九四〕に於いても準備交渉援用
の問題が生じた。帥ちトルコ政府は一九二三年一月二十三日の全権會議に
於ける1・ord　Curzo11の演説の一節を援用したが、裁判所は之に封し、「假
に準備交渉援用の主張が通つたとしても、」この一節はトルコの援用し得
ざるものであるとて、トルコが右の演説中に提案された案を駿棄した事實
を指摘してゐる。併し乍ら裁判所は準備交渉を槍討した結果裁判所の下し
た解繹が何等攣更されざるものであると述べてゐる。〔註九五〕
　〔註九四〕　第三章第一節第二項の六滲照。McNair＆：Lauterp㏄五t，Annu鋤l　Digest
　　of　Public　International　Law　Cases，ye訂s1925－1926，p．37L
　〔註九五．〕　P・C・1．J、Series　B，No，12，PP．22－23．
五、ダニウブ河ヨー・・パ委員會の椹限問題に關する事件
　本件は英國、フランス、イニタリーを一方當事國とし、ルーマニアを他方
當事國とする紛孚であるが、〔註九六〕本件に於いて裁判所はダニウブ河規
定第六條の解繹を求められた。裁判所はその得たる結論が、何等豫備的討
議叉は草案に鰯れることなく、た璽r営該規定に用ゐられた字句」及びrそ
の依篠する歴史的事實に基いてなされたものである」と述べ、更に「裁判
所は以前の判決に於て適用された原則帥ちそれ自身充分明白なる正文を解
繹するためには條約が審議された會議の議定書を考慮に入れる必要がない
との原則を遵守する」と附け加へ、叉「準備交渉は正文の明白なる意義を
i攣更する目的で使用されてはならぬ。」と述べてゐる。〔註九七〕
　〔註九六〕　P．C。1．J。Series　B，No，14．　横田致授、前1掲判例研究、三四』二一三
　　六〇頁。
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　〔註九七〕　　P。C、1。」．Ibi（1。，pp，28，31，32。
六・オーデル河國際委員會の地域的構限に關する事件
　本件は後述の類似規定の問題や、自由解繹の問題等に關係ある重要なる
事件である。〔註れ八〕
　本件はポーランドを一方當事國とし、デンマルク、チェッコス・ヴ．キア、
フランス、ドイツ・英國、スエーヂンを他方當事國とする事件で・裁判所
が一九二九年九月十日瓢決第二十三として決定を下したものである。その
主題を成す問題は一九一九年六月二十八日のヴヱルサイユ條約第三百三十
一條の解繹に關するものであつて、裁判所はオーデル河國際委員會の僅限
がオーデル河の支流にしてポーランド領土に位するワルテ、ネッツエ爾河
の部分にも及ぶものな砂や否やを決定することを求められたのである。本
件に於てポーランド政府は一九一九年パリにてヴェルサイユ條約起草のた
め開かれた會議の港轡、水路、鐵道委員會の議事録より、直接叉は間接的
に若干の文言を引用した・〔註九九〕他の當事國たる六ケ國政府は此等の援
用の許可に謝して反封したが、一九二九年八月二十四日、判決言渡に先立
つて裁判所は此等反劃意見を容れて誰櫨中より前記議事録を除外する旨を
決定した。その理由として裁判所が墾げてゐるところは關係當事國中三ケ
國がヴェルサイユ條約の準備會議の事業に参加して居らす、從つて該會議の
記録は此等三ケ國に關する限り「條約の意議」を決定するため用ゐられる
ことが出來ぬといふにある。〔註一〇〇〕
　〔註伽八〕　P・C・IJ・Series　A，No・23・横田教授、前掲判例研究、一六二一一
　　　七三頁。
　〔註九九〕P・ql・J・lbid・，P・8・
　〔註一〇〇〕Ibid、，P。47。
七、，ダンチッヒに於けるポーランド國民及びその他のポーランド系叉はポ
　ーランド語使用者の待遇問題に關する事件
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　本件に於て常設國際司法裁判所はダンチ。ヒに於けるポーランド少数民
族待遇に關して主たる同盟及び聯合國がダンチ。ヒに課した制限について
意見を求められたのであるが、問題はヴェルサイユ條約第百四條（5）とパリ
條約第三十三條第一項の解繹にあつた。〔註一〇一〕
　右の内パリ條約第三十三條第一項について裁判所は「この正文は全く明
白であるといふのではないから、その詳細の意味を確めるために、現在有
敷の正文の探揮以前に存在したる各種の草案をやX詳細に想起することが
有釜であらう」と述べた。〔註一〇二〕この準備交渉の援用によつて裁判所
は同項の後牛がヴェルサイユ條約第百四條（5）の規定の反覆であること、及
びそれを同條約中に入れた理由はダンチッヒを直接當事國として拘束する
ためであつた一ダンチッヒはヴェルサイユ條約の當事國でない故一との
結論に達した○〔註一〇罠〕サー・セシル・ハーストは反i封意見中で、右パリ
條約の規定は「非常に明白なる故、同條約の準備交渉の援用は不當なり」
と述べてゐるQ〔註一〇四〕
　〔註一・0一〕　P．C．1。」。Series　A／B　No。4：7．
　〔註一“O二〕　　Ibid，，P。33．
　〔註一〇三〕　Ibid。，PP・39－41・
　〔註一〇四〕　工bid。，P・56．
八、メーメル地方の制定法の解繹に關する事件
　本件に於いて裁判所は主たる同盟國とリツアニアの間に締結されたメー
メル條約（一九二四年五月四日）第十七條の解繹を求められた。リツアニア
政府はその主張を支持するため同條の歴史を引用したが〔註一〇五〕裁判
所はやはり「それ自身充分明白なる正文を解繹するため準備交渉を援用す
ることは許されざるところである」と述べてゐる。〔註一〇六〕
　〔註一〇五〕　P．C』L　J。Series　A／B　No・477P・10・
　〔註一〇六〕LOC．ci七。
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九、婦入の夜間使用に關する條約の解繹に關する事件
　本件に於いて裁判所は一九一九年に國際勢働會議が採鐸した同條約第三
條の解繹を求められたがその際裁判所は再び準備交渉の問題に鰯れた。本
件では裁判所は正文それ自身充分明白なる旨の断定を下したる後、準備交
渉を詳細に檎討し、その準備交渉よ砂得た結論が前記の解繹を張化するも
のであることを指摘してゐる○〔註一〇噌〕
　〔誰一〇七〕Rql．」・SeriesA／君No。50，P、19。
　さて以上が裁判所の取扱つた本問題に關係ある事件であるが、それらは
敦れも比較的困難なる事件ではなかつたことが認められる。從つて裁判所
が適用した原則的意見は次の三項目を墨げ得るに止まる。
　（1）正文それ自身充分明白なるときは準備交渉を考慮に入れる必要なし。
　②正文が全く明白であると云ひ得ない場合はその詳細の意味を確める
　　ため各種の豫備的草案を詳細に検討することが有釜である。
　（3）正文の豫備的草案は正文の明白なる意味を攣更するために用ゐられ
　　　てはならない○
　此等の意見より見ても判るやうに、準備交渉援用の問題に最も密接な
一或は前提的、先決的ともいふべき一問題は正文が明白なりや否やと
いふことである。裁判所は正文が明白なるときに於いては準備交渉の援用
を認めす、之が明白ならざるときにのみその援用を許すといふ主義を探つ
てゐる。正文明白なりや否やの間題は前項に述べたところであるが、假に
裁判所の主槻的擬察にて明白なりや否やを決するとするも、當事國の意思
の探求のため、準備交渉は常に之を槍討され得べきものと考へるが、豫備
交渉と正文の犠燭等の重要間題は全く今のところ未解決のま箋残されてゐ
るo〔註一〇八〕
　〔註一〇八〕　前掲、拙稿「條約の解繹に於ける準備交渉の地位」（「國際法外交雑
　　誌」第三十三巻第七號）六七頁滲照o
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第二項　　文 賑
　條約の解繹に當り、その正文の意味が明白ならざるときはその丈脈を考
慮する方法が探られることが屡曳ある。文脈といつても軍なる文章を意味
するものでなく、時には條約の他の條項との關係が考へられ、時には條約
全盤としての關係が考へられるのである。
　一つの條約中の各條項は、時には極めて猫立的な場合がある。帥ち、各
條項の起草の歴史より考へて見ても、亦その各よが特定の相異なる間題
を猫立的に取扱つてゐることがあるのを考へて見てもこの事は肯定され
るo
　裁判所は前出の自由地帯事件の判決では「ザェルサイユ條約第四百三十
五條第二項は同條第一項に關聯せしめすに之を解繹ずることは不可能であ
る」といつてゐるが、又一方、同條はヴェルサイユ條約に於ける地位及びそ
の起源よりして他の條項と猫立して「完全なる全龍」を構成するものであ
るとした。〔註一〇九〕國際勢働機關の権限に關する事件では裁判所はヴェ
ルサィユ條約第十三編を全艦として考察し〔註一一〇〕同編の全機構に言
及した。〔註一一一〕ウインブルドン號事件ではヴェルサイユ條約第十二編
第六節のキ・一ル蓮河に關する規定は「それ自身満足なるもの」であり、若
し同條約同部の他の節と關聯して解繹されねばならぬとすれば、その存在
理由を失ふであらうとした。〔註一一二」他方、一條約中のある部分は他の
部分と依存關係を有することもある。ポーランド領上部シレジアのドィツ
人の利釜に關する事件では、裁判所はジュネーヴ條約の一部を構成する「大
規模の工業に關する規則の艦系」は全膿として解繹されねばならぬと述べ
てゐるo〔註一一三〕
　又裁判所はある事件では「該條約は全艦として讃まれねばならぬ。叉そ
の意味は若し文脈より切離したならば藪個の意昧に解繹され得るやうな特
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殊の言語によつてのみ之を決定すべきではない」と述べてゐる。〔註一一圏〕
叉採一ザンヌ條約の解繹に關する事件では同條約第三條第二項を同條約第
三項に照して解繹したるのみならす、同條約の他の條項が第三條の範園に
關して何等かの指示を與ふるものと考へらる玉かを研究した○〔註一一蕊〕
　斯く條約を全龍として解繹する態度は所謂立法條約の如く。一っの制度
を設ける條約では特に顯著であつた。斯の如き場合裁判所は解繹を求めら
れたる條文の全構成に於ける地位を研究して。之を解繹した。これはダン
チッヒに於けるポーランドの郵便事務に關する事件〔註一一六〕、メーメル規
程の解繹に關する事件〔謹一一七〕に於ける、ダンチッヒ及びメーメルに關す
る各規定の解繹中に表はれた。裁判所は時には叉條約中のある部分の解繹
が他の部分によつて影響を受けることを拒否したこともあつたo〔註一一八〕
　要するに丈脈にょる正文の補助的解繹はその條項の地位、他の條項との
關係等を明確にしてはじめて考へ得らる～のであつて、各場合によつてそ
の債値も異なり、安當性も相違するであらう。之に關する原則は今のとこ
ろ何等存在してゐない。
〔註一〇施〕
〔謹一一〇〕
〔註一一一〕
〔註一一昌〕
〔謹一一罠〕
P。C。1。」。Series　A／B2No．46，p。140．
P。C。1．」。Series　B，No．2，PP．23，35。
P．C，L　J。SeriesβンNo，13ンP，18．
P。C。1、」．Series　A｝NO。1？P。24。
P。C。1。」。Ser量es　A，No。7，PP，33748弓Series　A，No。15，、P・3L
〔註一・脚四〕　P。cJ．J．series　B，No．2，P．23多series　AIB，No。49ンP・317。
〔註一”綱五〕　P．C、工」．Series　B，No。12，P。21，
〔註一一穴〕P．C・1．」．Series：B7No。11，PP。39，40．
〔註一一七〕　P。C．L　J．Series　A／βンNo．49，pp．317，321．
〔註一一八〕　P。C。1。」’g　Series　A，No。17，1》，42。
50 條約の解繹に關する研究
第欝項　用語の相違
　條約の旺文は一國語にて書かれてゐる場合は勿論その國語によつて解繹
されねばならないことが原則である・然し條約には二つ以上の國語にて作
られ、然かも解繹の相違ある場合に優先すべき國語を規定しないことがあ
る。聯盟規約、常設國際司法裁判所規程等の如き是れである。本間題に關
する判例としては次の如きものがあるo
一㌔國際勢働機關の灌限に關する事件
　本件は前にも屡支言及したが、本件に於いて裁判所は、農業に使用され
る者の勢働條件に封して國際勢働機關は之を國際的に規律する僅限を有せ
すとなす議論が、全く次の根擦に基くものであることを認めた。その根擦
とは帥ち、通常工業といふことを指示するilldustrieとかindustrielleと
かいふ文字が若干の條項のフランス語の正文中に出て居る故（これに相當
する英語の正文の文字はindustry及びilldustria1が使用されてゐる。）
ヴェルサイユ條約第十三編はその制限内に限らるべきであるといふのであ
る。〔註一一九〕裁判所はLittr6のフランス語欝書を調査の結果industrie
及びin（lustrie11eなる文字の使用は廣義にては農業を含み、狭義にては工
業のみを指すことが判つた。そこで裁判所は此等の文字が通常特殊的且つ
制限的な意義で使用されることに疑ぴないが、裁判所に出された問題は全
膿として同條約を讃むときに此等の文字が如何なる意義を以つて解さるべ
きかといふにあると述べてゐる。〔註一二〇〕ヴェノレサイユ條約第四百四＋
條は英佛爾語の本文を以て正文とすると規定してゐる。裁判所は更にオ。
クスフォード餅書について英語のi・1dustry及びindustrialの文字を調査
して見たる結果、英語にも廣狭爾方の意義があることが判つた。そこで裁
判所は曰く、「フランス語のindustrie及ぴ’industrielleなる文字と、英
語のin伽sむry及びindus面飢なる文字とは・その機能に於いて根本的に
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不同なるが如きことはない。制限的なる意義にては農業に封抗して使用さ
れるが、その第一義的且つ一般的なる意義に於いては農業なる生産形態を
も含むのである。現在その形容詞は特にフランス語では殆ど通常的に工藝
又は工業に關して使用され、他の解繹が文脈に於いて指示されない限り通
常斯く解されるのである。然し乍らその文賑が最絡的の誰明であつて、本
件に於いては裁判所はヴェルサイユ條約第十三編中に見出される此等の文
字の地位及び其虞に使用されてゐる意義を考察しなければならぬ。」と。
i裁判所は斯くてindustrie及びindustrielleなる同一の文字の使用されて
ゐる第十三編の各關係條項につき研究したる結果、此等の文字を農業をも
含む全形態の産業を含むに充分なる程廣汎なる意義に於いて使用するとい
ふことが綿約國の意圖であつたとの結論を下した。本件では前述の如く、
英佛爾語ともに農業を含むので、爾國語が實際に相違するが如きことなく、
從つて本間題の適例とはならなかつた。
　〔註一一鬼〕P，C。IJ。SeriesB，N・。2，P。33．
　〔言塞皿皿二二〇〕　　Ib至d，，P，35・
二、マヴ揮マチス事件
　本件は裁判所が一九二四年八月三十日判決第二として塵理したる事件で
あつて、殿一二一〕裁判所はパレスタインのための委任歌第十一條を解繹
することを求められたが、その英語とフランス語の正文には少しばかりで
あるが相違が存してゐた。帥ちパレスタイン行政聴の罐能に關する同條項
の「公の所有叉は管理」（public　ow鵬rs虹ip（w　conむroll　propri6t60u　con一
む61epu｝撮e〉なる語についてであつた○裁判所は佛文によればパレスタイ
ン行政磨に與へられた罐能は公の所有に關する一切の種類の決定と。同地
方の自然的資源の開褒に關しても叉公共事業と施霰に關しても行使し得る
一切の形式の管理にわた夢得ると認めた。これは朗に存在する年次契約と
同様に特許を與へる僅限をも含むことになる。英文は同地方の自然的資源
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叉は公共事業等に劃する公の所有叉は管理の牧得を意味してゐる。裁判所
の多敷派は英文が佛文よりも「一暦制限的な意義」を有すると考へ次の如
く述べてゐる。
　「同等の穰i威を有する二つの正丈があるとするに、一方が他方よりも廣
　き意義を有する如く見える場合は、爾者と調和し、且つその限ゆに於い
　て當事國の共通意思と一致するに疑ぴなきところの狭義の解繹を採用し
　なければならなV・。」〔註一ニニ〕
　裁判所は本問題がパレスタイン委任統治に封する受任國としての資格に
於ける英國の義務を規定した文書に關係して居砂、叉草案原文が恐らく英
文で作られたであらうといふ理由から、この結論は本件に於いて特に有力
であると考へ、パレスタイン行政臆の法令の性質を決定するには英文を以
つて権威あるものと看倣した。然し乍ら裁判所は政府が何等かの企業を引
受け且つ自身にて指揮する場合のみをいふ「公の管理」なる英文の表示の
甚だ制限された意義には満足しなかつた。裁判所はその英文の表示が他の
私的企業に關する國家のある形式の行爲を指すにも使用されてゐることを
震見した。裁判所は曰く、「管理とは常に何等かの形式に於いて私的企業
を公の構限に從属せしめる経濟政策に關する特別的性質の措置を意昧す
る。英文のこの廣義の意義は佛文に於けるcontr61e　publicなる表示を無
敷とせざる唯一のものであるやうである。個人叉は會枇に封する公釜の特
許すらpublic　controlの行使にも及ぶ措置を附随する」と。蝕に於いて裁
判所は爾締約國の了解し得る意義は爾正文を調和し得るこの英文の廣義の
意義でなければならぬと緒論した。〔註一二三〕
　〔註一二一〕　P．C。1．」．Series　A，No．2．
　〔言主一二ニニニ〕　Ib圭d。ンP．19。
　〔註一二三〕　ムアーi裁判官の意見に關してはIbid．7PP。69－70。
三・チュニス・モ・ッコ國籍法に關する事件
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　一九二三年二月七日意見第四として庭理したる本件に於いて、裁判所は
聯盟規約第＋五條第八項の意味を：解繹することを求められた。〔註一嵩四〕
裁判所は同項の英文と佛文との間に些少の相違があり、爾者は正確には一
致してゐないことを認めた。右第十五條第八項の規定は次の通りである。
　「紛争當事國ノー國二於テ紛争力國際法上專ラ該當事國ノ管轄二属スル
　事項二付生ジタルモノナルコトヲ主張シ聯盟理事會之ヲ是認シタルトキ
　ハ聯盟理事會ハ其ノ旨ヲ報告シ且之ガ解決二關シ何等ノ渤告ヲモ爲サザ
　ルモノトスー」
　右の英文は
　If　the　dispute　betweell　the　p抗rties　is　claimed　by　one　o£them，alld　is
found　by　the　Council，to　arise　out　of　a，ma，tter　which　by　illterllatiollal
I躍issolelywithint益edomesticjurisdictionofthatparty，theCouncil
sh乱11so　repor七，alld　shall　m乱ke　no　reGommend乱tion服s　to　its　settlemellt．
　叉佛文は
　Si1，une　des　parties　pr6tell（l　et　si　le　Conseil　reconnait　que　Ie　（ii億ren（1
P・rtesuruneques七i・n魅ueledr・itintemati・nallaisseゑlac・mp6teace
exclusive　de　cette　partieンle　Conseil　le　constatera　dans　un　r乳PPort，m乱is
SanS　reCOmman（1er　aUCUIle　SOiU七iO11．
と書かれてあるo
　裁判所はこの二つの正文が「本件に於いては同一の意味を有するものと
看倣されねばならぬ」との意見であつた。〔註一二五〕裁判所はその見地よ
凱一國の管轄灌は國際法によつて定められたる　　この表示を廣義に使
用し、慣習法及び一般拉びに特殊慣例法を含むとしてゐる一制限内に於
いて排他的であると謂ぴ得るかも知れぬが、規約第十五條第八項を愼重に
調査して見ると、該條項で排他的管轄穰に言及してゐるのはこの廣義の意
味で言つてゐるのではないことが判ると述べ、叉英文の「專ラ該當事國ノ
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管轄二属スル」といふのは一國以上の利釜に非常に密接なる關係あるも、
原則として國際法によつて規律されざる若干の事項を意味するのであつ
て、斯の如き事項に關しては各國が唯一の裁判官であらうと述べてゐる。
裁判所の意見では・この解繹は規約第十五條第八項の「現實の文言」よφ
出て來るものであつて、同條を全膿として槻たところと調和してゐるとい
ふのである。〔註一昌六〕叉裁判所は第十五條は結局第十三條に從つて仲裁
裁判に付せられぬところの國交断縄に至る虞れある如き一切の紛争は理事
會に提起せらるべきであるとの根本的原則を確立したものであること、仲
裁裁判條約で一般に付せられる留保が同條に嚢見されぬこと・國際聯盟が
有してゐるこの甚だ廣汎なる権限に關して規約が國家の猫立を保護する明
示的留保を有してゐること、この留保は規約第十五條第八項に護見せらる
べく、この留保なくしては、一國の國内事項も、それが他國の利釜に影響
を及ぼす如く見えるを以つて、聯盟に付託され、且つその渤告の間題を構
成するやも知れざること、第十五條第八項の文言の下に於いて、耶和の維
持のため事惰に慮じて正當且つ適當なりと思惟する如き渤告を行ぴ得る聯
盟の利釜は、國際法が專ら該當事國の管轄内にありと認むる事項に於ては、
その猫立をそのま～維持せんとする各國に同等に根本的なる利益のため譲
歩しなければならないことを明かとした。斯くて裁判所は同條項の文脈よ
り推論して、前記の如く第八項の英文と調和する如き結論を得、それに從
って佛文を解繹したのである。
　〔誰一二四〕P．C．LJ．SeriesB，N・．3．
　〔註一二二置〕　Ibid．，P．22，
　〔註一嵩穴〕Ibid，，P。24，
　裁判所は以上の他、意見第十三（雇傭主自身のなす勢働に關する國際螢
働機關の椹限問題）にて英語のworkerなる文字をある種の個入的鍔働に
附随的に從事する使用者と匠別するため賃銀勢働者の意味でヴェルサイユ
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條約第十三編中に使用したものとして佛語のtr卿a呈玉1eurS副我ri6〔5と調和
せしめたが、これには何等の困難もなかつた。叉意見第十（ギリシア㌃ト
ルコ住民交換問題）に於いて喉舜一ザンヌ條約が佛文のみで起草された
ことより、裁判所は卒直に争ある6t魏blisse聾！e謡なる丈字の意義が佛語中
に求めらるべきことを認めたo以上の事件に於ける裁判所の意向よ夢槻
て、條約に使用された同等の権威ある二つの正丈があつて相互に相違する
場合は、裁判所は争黙に關する締約國の眞意を嚢見するために一切の誰擦
を求めることが屡玄であつた。斯の如き特別の讃擦がない時は裁判所は意
義及び範園に於いてよ夢制限的な、且つ爾者を調和し得る如き解濯を採ら
ねばならぬとなした。然し乍ら、現在までに裁判所が取扱つたところでは、
斯の如き場合廣義の意義が探用されたものばかりで、狡義の意義を採用す
る機會がなかつたことを忘れてはならない。
第四項　類似規定
　條約の正文の解繹を助ける一方法として、時には同一條約中一稀には
他國の締結したる條約中一の類似規定が用ゐられる。假令條約の一部が
猫立した全龍であるとしても、他の部分から類似を求めることは可能であ
るo前述の如くウインブルドン號事件では、キール運河に關するヴェルサイ
ユ條約の規定は完全に猫立的であるといはれたが、第三百八十條の文言は
「第十三編中に見出される他の規定の文言と比較された。」〔誰一二電〕ポー
ランド領上部シレジアに於けるドイツ入の利釜に關する事件では裁判所は
ヴェルサイユ條約第二百五十六條の適用に於いてアルサス帽一レンに關す
る同條約第七十五條及びその他の條項中に類似瓢を求めた。〔註一濫八〕そ
の他ホルジ．ウエ場事件嘩一謡刻婦入の夜間使用に關する條約の解繹に
關する事件〔誌一翼0〕で裁判所は之と同様の態度を探つた。一方裁判所は
「締約國一方に課せられる義務は。それと異れる問題を取扱ひたる條約の一
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部に關する附属書中にそれが記載されてゐるといふ事實によつて、これを
基礎として解繹されるが如きことは許されぬ」ことが解繹の一般原則であ
ると蓮べてゐる○〔註・一軍、一〕
　又之に關聯して・國際共通法に訴へることがある・これは前蓮のオーデ
ル河國際委員會の地域的権限に關する事件に現はれた問題である。即ち、
之を少しく詳述するに、同事件の決定は前述の如く、オーデル河及び若干
のその他の河川を國際的なりと宣言したヴェルサイユ條約第三百三十一條
の解繹如何に懸つてゐたが、ポーランドは先づ爾河の當該部分はポーラン
ドのみに海洋に到る通路を與ふるものであゆ、從つて第三百三十一條の規
定中に入らすと主張し、他の六ケ國政府は同條に規定された條件は充たさ
れてゐる、「何故ならば、海洋に到る通路を二箇以上の國家に供するといふ
事實は斯の如き水路に關するものにして、その水路の特定部分に關するも
のでないからである」と主張した。裁判所は「部分」（p乱rt）なる語が河系
に關するものなること、且つ本來の字義に於いて河系の部分とは前記河系
を構成する軍位の一つ師ち支流を指すことを認め、水路の一部を指すとき
は「匿域」（secむion）なる字を用ゐてゐること（第三百三十一條に於いて）
を述べてこの解繹を支持してゐる、然し乍ら、裁制所は締約國の意向が斯
の如き支流まで國際化するにあつたことを示すには前記の議論のみでは未
だ不充分であるとし、〔註一罠二〕一般に水路法を支配する原則及び是れに
關してヴェルサイユ條約が採つた立場に立戻つて研究した。そして、その結
果、「上流國のための通航権の考へでなく、滑岸國の共同の利釜とV・ふ考へ
で以つて該問題を解決しようとした」ことが確められた。叉斯の如き可航
河川が「共同権の基礎となつたが、その根本的實膿は該河川の全水路の使
用に於ける全滑岸國の完全なる平等と、そして一滑岸國が他の滑岸國に封
して保有する差別的特権の排除であつた」ことも認められた。叉若しこの
共同の法律上の権利が数ケ國を分かち、又は此等を貫流する可航水路の存
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在を基礎としたならば、この罐利が該河川の全可航水路に及ぼさオ1．、且つ
最後の國境にて止まるものにあらざることも明白であるとされた。〔註一三
翼〕裁判所はこの槻念が一八一五年六月九日のウインナ會議の決議書中に
掲げられ、更に爾後の條約によつて纏大されたことを指摘してゐる。更に
裁判所はこの條約の根本規定を殆どそのま曳再録したヴェルサィユ條約が
「完全なる國際制度」を探用したること、地理的地鮎を規定したる第三百三
十一條が該河川の國際化されたる範園を定めるに際し、最後の國境を考慮
に入れることなく、裁判所が概述したる國際水路法の原則に全く合致した
る情勢を指摘してゐるものと認めた。斯くて、裁判所は第三百三十一條は
此等の原則に照らして解濯されるべきであり、それは何等の疑ぴなく、「数
ケ國を分かち叉此等を貫流する水路の國際化は最後の政治的國境に止まる
ことなく、全可航河川に及ぶべきものであると宣言」した。〔註一罠図以上
蓮べたる如く。本件では裁判所は慣習水路法の観念が要求するところに從
つたのであるQ
　〔註一二七〕　P・C。1．」・Series　A，No・1，P・23・
〔註一二八〕
〔註一二九〕
〔註一・三〇〕
〔註一三一〕
〔駐一一置二〕
〔註一翼営〕
〔註一罵四〕
P．C．1．」．Series］B2No，6，P，38．
P．C．1。」．Serまes　A7No。95PI》。22－23．
P．C。1，J，Series　A／B，No．50，pp。380－381。
P．C。1．」，Series　A，No。3，P，9・
P．C。1。J。SeriesA，No，237P、26。
Ibi（1．，pp，26－28、
Ibi（1。，P。29。
第五項　欝事國の行爲
　條約を解繹するに當たり、若し條約正文が不明瞭なる場合は、當事國の
眞意を確むるため當事國の行爲、即ち當該條約の起草當時執りたる行爲叉
は之を履行するために執りたる、叉は執りつ玉ある行爲を考慮すべしとい
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ふ原則がある。この原則に封して裁判所が如何なる態度を執つたかといふ
に、ブラジル公債事件では「解繹の助けとして當事國の行爲に言及しなけ
ればならない場合は、その行爲自騰が唯一つの結論のみを許し、その他に
は何等の推論をも許さぬものなりや否やを考慮する必要がある」とて愼重
なる態度を持してゐるが、〔註一罠五〕條約の起草當時又はその後に於V・て
〔註一思六〕當事國によつて執られたる行爲を無覗し得ざることを認め、條
約自身に關係ある當事國が執りたる行爲は、該條約にょつて何が爲され
んとしたか、その目的を指示するものとされ得るであらうと蓮べてゐる。
〔註一罠七〕國際勢働機關の樺限に關する事件では、裁判所は第一伺國際勢
働會議の議題中にある項目が加へられてゐたことを援用し、それが「國際
勢働機關に與へたる椹限の範園に關して締約國が行つた當時の實際的解繹
である」とした。〔註一三八〕條約締結後の行爲も又條約締結の目的を何等
か指示するに役立つかも知れないが、裁判所は斯の如き指示を褒見するに
は最大の注意が必要であるとした。帥ち、・一ザンヌ條約の解繹に關する
事件では裁判所は「・一ザンヌ條約締結後の事實は、それらが該條約の締
結の時に於ける當事國の意思を明かにすると考へらるる限りに於いて裁判
所は之に言及し得るのみなり」といつてゐる。〔註一三九〕然し乍らこの制
限が常に運守されてゐるか否かは疑問であつて、この締結後の行爲は相當
廣く考慮に入れられてゐる如くである。帥ち、國際螢働機關の権限に關す
る意見中で裁判所は條約の正文に何等か不明瞭なる黙がある場合は、眞の
意昧を確むる目的のため、該條約の下に於いて執られたる行爲を考慮する
を忌まぬと述べてゐる。〔註一四〇〕然し乍ら前述の如く、當事國の行爲は
その全てが條約の目的を指示し得るとは限らない。時の経過によつて、そ
の行爲の重要性、債値等は攣化する。從つて、當事國の行爲にょる推論は
相當愼重なる注意を俘ふべきは當然である。
　〔言主一腐翼五〕　P。C、1。」。Series　A，No，20／21，P。119。
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〔註一置爽〕
〔註一蔦七〕
〔霊一罵《〕
〔雛一麗轟〕
エルリッヒ氏の論滲照。（P。C。1。J，Series　A，No．g，p。43）。
P．ql。J．SeriesB3N・．8，PP。33，38弓Series8，N・．14，P。58．
P。C。1．」．Series　B7No。137p．19畢SeriesβンNo。83p。33。
P。ql。」。SeriesB，No。127P。24。
第羅節　　條約の性質及び翻的に反する解縄
　條約を解繹するに當つては條約の性質及びその目的を適確に把握しなけ
ればならない。例へば國際聯盟規約の如き條約は他の多くの條約よ砂は
より制限的ならざるやうに解繹されねばならないといはれてゐる。ウイル
ソン隔ロイド・ジ。一ジ及びクレマンソーが一九一九年五月六日に調印した
毘書には「聯盟規約の條項は。縮少的又は技術的解繹に從はしめざるべし」
と述べてある。〔謎一四〇〕二國間條約と多籔國間條約はその性質異なるも
のあ抄、前者は契約に類似する故契約に關する解繹理論を適用し、叉後者は
立法行爲に類似する故法律に關する解繹理論を適用すべしとの議論がある
が、これについては未だ學者の見解は一致してゐない。叉裁判所も何等こ
の匠別を認めてゐるやうなことなく、別段これに關する判例はない。〔註一
四一〕
　〔鯉一四〇〕　M拠er，Dm伽ng　of　the　Convenant，VoL　I，P，489多」。Ray，Com－
　　menta至reduPactedel跳S。d、N．（1930）PP。12猛
　〔霰一四一〕　免u至11cy　Wright，oP．c圭t。AJ．1』L，1929，PP．94，104・拙稿、前掲
　　「條約の解繹に於ける準備交渉の地位」（「國際法外交雑誌」第三十三巻第七
　　號、六〇一七四頁）参照。
　叉條約の全局面を審査したる結果、裁判所が、ある特定の目的の達成を
可能ならしめんとする當事國の大なる欲求の存在することを肯定したる時
は施斯の如き欲求を覆し、或は之を妨げる如き解繹を行ふことは好ましか
らざることであるとしてゐる。この問題に關して裁判所が採つた態度は次
の通りである。
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?、 ホルジ．ウ工場事件
　本件は一九二七年七月二十六日に裁判所が判決を言渡した事件である
が、〔註一四二〕本件に於いて裁判所は、一九二二年五月十五日ジュネーヴに
てドイツ、ポーランド爾國間に締結されたる條約中の合意規定（該條約中
の若干條項の「解繹及び適用より生する意見の相違」を裁判する管轄灌に
關する規定）は此等の條項の違反に封する損害賠償に關する紛争をも裁判
する管轄灌を含むや否やを決定すべきことを求められた。裁判所は審議の
結果、當事國が此等の意見の相違の生する可能性を避けんとする意思があ
つたこと、同條約の適用又は解繹に關する爾國聞の意見の相違が生じた場
合は、爾國の利釜が愛協されるべきであり、その利釜の尊重を確保するこ
とは爾國の意向であり且つ希望であつたことを指摘した・裁判所はこの結
論に達したる後、條文の文脈その他の考察を行ぴ、〔註一四菖〕斯の如き意
向を失はしめ且つ明かに當該條項の本來の目的に反する如き解繹を受諾す
ること能はすとなし、更に斯の如き條項の目的は「締約國側に於ける反封
意思を示すに充分なる程明白なる文言により、叉は該條約が賠償に關する
請求樺に封する特別の管轄権を定めたる事實によりて」のみ覆され得べし
と述べたo〔註一四四〕
　〔註一四二〕　P。C。1。」，Ser拍s　A，No・9・
　〔註一一四三〕Ibid・，P・25・
　〔註一四四〕dittα
二、雇傭主自身のなす勢働に封する國際螢働機關の権限に關する事件
　本件については若干前項に燭れたことがあるが、〔註一四五〕本件に於い
て裁判所は「若干階級の勢働者を保護するために、雇傭主自身によつてな
される同一の勢働を附随的に規律するところの勢働法制を作成し、且つ之
を提案することが、國際勢働機關の構限内にありや否や」を決定すべきこ
とを求められた。〔註一四六〕裁判所はヴェルサイユ條約第十三編（勢働編）
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の規定を概概したる結果、その前文が國際勢働機關の目的は杜會正義を基
調としてのみ獲得せられ得ると思惟される世界雫和を蓬成するに存するこ
と、該機關は種々の間題を取扱ふべく、第十三編の各條項に於けるその列
墨は「完全なるものとも叉最終的のものとも」〔註一囚セ〕されないことを
明かにしたo裁判所は更に次の如く蓮べてゐる○
　「ヴェルサイユ條約の諸規定を考慮したる結果、締約國が勢働の入道的條
　件と、勢働者の保護を確實ならしむる爲め執るべき措置に關して國際勢
　働機關と協力すべく、之に甚だ廣汎なる権限を與へることを明白に意圖
　したことが判る。同機關がその目的の達成の爲めに本質的なる規範を作
　り且つ之を提案することを締約國が妨げるやう意圖したとは信ぜられな
　い。若し斯の如き第十三編の目的及び範園と明かに一致せざる制限一一
　國際勢働機關の樺限にi封する一が意圖されたのであれば、それは條約
　自身の内に表示されたであらう。」廉一四八〕
　裁判所は國際螢働機關が附随的に雇傭主自身の螢働を規律し得る故、賃
銀勢働者の保護の爲め執るべき措置を提案することを除外さる玉ことなし
といふ推論は第十三編全盤によつて正當とさる玉のみならす、ヴェルサイユ
條約には、その規定の適用について雇傭主自身の勢働をも附随的に規律す
ることが「可能的に包含されてゐる」と推定されるやうな特別規定が存す
るとなした。裁判所はヴヱルサイユ條約第十三編のこの明白なる目的が同
條約中に存する詮嫁によつて確立されたので、この目的に反する一切の解
繹一特に斯かる解繹が條約自身の明示的規定によつて支持されざる時に
於いて一一受諾し得ないと明言した。
〔註一四五〕　P，C。IJ。Series　A／B　No．19．
〔註一四穴〕　Ibid・，P・7・
〔註，・四七〕　ヴヱルサイユ條約第四百二十七條o
〔誰一瞳八〕P．C。1・」．lb鼠，P、18．
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三、一九二六年十二月一日のギリシア・トルコ協定の解繹に關する事件
　本件は一九二八年八月二十八日裁判所が意見第十六として決定を行つた
事件である。〔註一四九〕本件に於いて裁判所は一九二六年十二月一日アテ
ネにて締結されたるギリシア、トルコ協定附属最終議定書第四條の下に於
けるギリシア、トルコ人民交換混合委員會の椹限に關して、當該間題を特
定仲裁裁判官に付託する條件が存すや否や、叉その條件の下に於いて問題
を付託さるべき仲裁裁判官の椹限如何を決定すぺきことを求められた。
　トルコ政府は前記規定に從へば、仲裁裁判官に問題が付託され得る條件
が存在するや否やは混合委員會のみが決定し得べく・叉同委員會のみが間
題を仲裁裁判官に付託し得るものであると主張した。一方ギリシア政府は
爾國政府が仲裁裁制官に問題を付託し得べく、若し一方が参加することを
拒絶すれば他の政府が之を付託し得べしと主張した。裁判所は混含委員會
が斯の如き灌限を有してゐるとの結論を下すに當つて、ギリシア・トルコ
人民交換にに關する各種の國際約定を概観し、賞該條約の明白なる目的が
人民交換を實行する混含委員會の事業を容易ならしめるにあることを確め
た。裁判所は當該條項の「正確なる解繹に達するにはこの精示巾に適當の重
要性を附さねばならぬ」と述べ、〔註一五〇〕この精榊に鑑みて、人民交換
の實行といふ明白なる目的の達成を妨ぐる如き該協定の解繹に彊硬なる反
封の意を表示した。〔註一五一〕更に裁判所は正文が明白なること、締約國
の主要目的を妨げる如き管轄権の制限については該條項中に何等規定して
ゐないから、斯の如き制限があると推論すべきではないと述べてゐる。〔註
一五二〕
〔註“。四九〕　P．C．1。」．Series　A／B　No．3L
〔註一五〇〕　　Ibid・，P・19・
〔註一五一〕Ibid・，PP・18・24726・
〔言主圏一五二〕　Ibid・，P・20・
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四、一九一九年十一月二十七日のギリシア、ブルガリア住民交換條約中の
　communityなる用語の解繹に關する事件
　裁判所は本件に於いて、一九一九年十一月二十七日ヌィイにて調印され
た相互移住に關するギリシア。ブルガリア條約第六條第二項に使用された
るcommU1】ityの槻念を決定すべきことを求められた。睡一臨罵〕裁到所
は本間題に同答する前に．ギリシア、ブルガリア條約の履行せらる』一般
目的を想起することを必要なりと考へた。裁判所ぱ同條約がその前文によ
へ同日同盟及び聯合國とブルガリア間に締結された亭和條約の第五十六
條第二項の實行を成すものであると述べてゐる。帥ち同平和條約第五十六
條は少数民族の保護に關する規定の一部を成してゐる。これは裁判所にと
つて、同條約と。少数民族の保護といふ方法によつて卒和を確保せんとす
る措置の大綱との間に密接なる關係の存することを指示するものの如く感
ぜられた。同盟及び聯合國がギリシア及ぴブルガリアに於ける少歎民族の
相互的任意的の移佳が同條約によつて統制せらる』ことが便宜なりとした
のはこの精紳によるものであつて、前文に唱はれてゐる通りである。裁判
所はこの條約は敦れかの國に於いて少数民族を成す住民以外には適用され
得ざるものであるといつてゐるo
　裁判所は又同條約の目的は民族併合主義者の煽動の中心を縮減せしむる
にあつたごと。從つてそれは移住希望者の出嚢を妨げぎることを規定した
るのみならす、その移住より生する物質的損害を防止するに努めてゐるこ
とを指摘した。裁判所は凡ゆる方面より考察したる後結論としてcOm・
鵬unityの槻念をこの絶封的に少数民族なる性質といふ見地より槻たので
あった。裁判所はこの事情に鑑みて、同條約に於けるcommuni妙の意義
を次の如く定義した。
　r東方諸國に於いて極めて重要なる役割をなしてゐる傳統によれば、
Gom皿unityは一定の地方や地域に佳居し、それ自身の人種、宗教、言語、
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傳統を有し、此等の同一なることによつて生じたる連帯の感情を有し、且
つその傳統を保存し、その禮拝様式を維持し、その人種の精帥と偉統に一
致する子弟の轍化育英を確保し、相互扶助を行ふことを目的として結合し
たる人々の群である。」〔註一五四〕
　裁判所は叉一九一九年十一月二十七日のギリシア、ブルガリア條約がそ
の如何なる規定に於いても、（特に第六條に於いて）この一般的傳統的観念
より離れるためある特別の規定を作らんとしたる如きことは何庭にもその
謹嫁を螢見し得ないと述べてゐる。そこで裁判所は特別の反誰なきを以つ
て、條約（少激民族保護のための）の目的と一致したcommunityのこの傳
統的槻念は當事國によつて探用されたるものと考へらるべきであると結論
してゐる○
　〔註一五三〕　P、C，1。J、Series　A／B　No．37．
　〔註一一五四〕　Ibid・P・2L
第五節　　自由解鐸と制限解縄
條約を解繹する場合、自由に之を解繹すべきか、或は制限的に解繹すべ
きやといふ間題がある。これらは籏張的或は縮小的、嚴格的或は非嚴格的
な解繹とも稽せられる。裁判所は此等の問題に當面したことはあるが、未
だ一般原則とも稽すべきものは樹立してゐないし、樹立しようと企てても
居ないやうである。
　國内裁判所の場合は前述の如く・根本的制限の範園内に於いては一般に
自由解繹の立場を採つてゐるやうであり、米國の大審院の如きも屡曳之を
主張し、宣明してゐるが、國際裁判所の場合は之と異なり、國家のみが當
事國であり、且つ國内裁判所に於いては見られざる如き基礎的権限に關す
る種々の制限も存し、斯の如き自由解繹の原則を根本的原則として探用す
ることは正當とはされないであらう。裁判所はこの問題については出來得
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る限砂鰯れない方針を採るものの如く、嘗て「條約規定の嚴格的叉は自由
的解繹に關する原則は解繹の普通の方法が失敗したる時にのみ適用し得
る」と述べてゐる。〔註一五置〕然しその原則そのものが未だ明確に指示さ
れてゐないo
　事實今日に至るまで蓑張解繹の原則は何等指示されてゐない。た黛ヤ
ヴォルチナ事件では大使會議の決定の一條項の目的が「衡李の目的」なる
故、それはあまり嚴格なる方法で解繹さるべきでないといつた事があるo
〔註一玉穴〕叉制限的解繹に關する原則が用ゐられる場合は〔羅一韮七〕通常
その自働的適用を避けるため注意が沸はれてゐる。裁判所は第一に裁判所
の管轄に關する正文についてこの制限的解繹の原則を採用した。帥ち「凡
ての合意條項は蘇裁判所に管轄穰を與ふる他の凡ての條項と同じく嚴格に
解繹されねぱならぬ」と述べてゐる。然し裁判所は之に附け加へて「但し
この原則は。該條項に封し、制限的解繹に假託して、係雫事件を明かにす
ることを全く徒螢に瞬せしめるのみならす、その文言によつて本問題に封
する同答を豫め約し」廉一覧八〕叉は「適當の数力」を有せしめることを
妨げる如嚢〔註一五施〕解繹を與ふべきでないと述べてゐる○
　第ごに、國家の主権に封する制限は嚴格に解繹されねばならぬといふこ
とが、古くから解繹の原則として認められてゐるが、これにi封して裁判所
はどう取扱つたかといふに噛これは「正文に疑ある場合」に限つて、最も
愼重なる注意の下に適用されねばならぬとしてゐる。〔誰一穴0〕裁判所は
ウインブルドン號事件でこの原則を適用するに當たり、「所謂制限的解繹
が當該條項の明白なる文言に反し、且つ明かに認められたることを破壊す
る如き場合にはその適用を止めねばならない」と考へた。〔註一六一〕
　オーデル河國際委員會の罐限に關する事件ではポーランド政府が條約の
正文に疑ある場合は「國家の自由を制限することの最も小なる解繹を採揮
すべきであると主張したが、裁判所はこの主張を受諾し得ざるものである
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とし、「この議論はそれ自身では完全であるが、最大の注意を沸つてはじ
めて用ゐられ得べきものである。この議論に擦るには、條約正文の純粋に
文法的なる分析によつて確實なる結論が得られなかつたといふだけでは不
充分である。その他にも多くの解繹方法がある。・…關係ある一切の諸黙
を考慮したるにも拘らす、伺ほ當事國の意、思に疑ひあるときにのみ、はじ
めて國家の自由に最も有利なる解繹が採用さ勲．るべきである。」と述べて
ある。この意見は本問題に關して最も重要なるものであると考へられる。
〔註一六二〕伺ほ・一ザンヌ條約の解繹に關する事件では「若し條約規定の
文言が明白ならざる場合は、数個の許さるべき解繹を選揮するに當たりて
は、當事國に最小の義務を課する解繹が採らるべきである。」と述べられ
たが、その場合の正文は明白であるとされたのであつた。〔註一穴三〕
　制限的解繹が行はれる明白なる場合は、一制度の例外的部分を成す正文
規定の解繹の際である。例へばチュニス、モ・ッコ國籍法事件では、同條約
第十五條第八項がその前項中に確定されたる原則に封する例外なるを以つ
て、それは彊張解繹が行はれ得ないとされた。〔註一穴四〕又マヴロマチス
事件では・一ザンヌ議定書第六條が「同議定書の制度と合致する唯一の」
解繹として「嚴格的解繹」が行はれた。〔註一六乱〕叉ポーランド領上部シ
レジアに於けるドイツ入の利盆に關する事件では「農業所有物の没牧の責
任はジュネーヴ條約では例外的である。從つてこの規定の範團に關して疑
ある場合は、その文言は鼠格に解繹されねばならない。」といはれた。〔誰
一六識〕
〔註一竃置〕
〔註一黙穴〕
〔註一麗亡〕
〔註一湿八〕
〔誌一置鬼〕
P．C．1．」。Series　B7No．11，P．39、
P．C．1．」．Series　B，No．8，p，40。
P．C．1．」．SerieSz、，No．97P。40、
P．C．1，」、Series　A／B　No．46，PP・138－1397167・
P，C、1．」、Series　A，No．22，P，133Series　A，No。24，P・14・・
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〔置差陣一蹴O〕　P．C．1。」．Series　A，No．1，P．24；Series　A，No、247P。12多Ser三es
　A／B　No．46，p。167．
〔註一六一〕P．C。LJ．Series　A，No．1，PP．24－25．本件ではシ”キング裁判官
　は「地役椹に關する一切の條約は制限的に解繹されねぱならぬQ」といつたo
　（lbi（1・P・43・）
〔註一穴二，〕　P。C．1。」．Series　A，No，23，P．26．
〔註一爽罵〕　P、C，1。」。Series　B，No，12，P．25，
〔註一爽闘P．CJJ、SeriesB，No．4，P．253SeriesA，No、2，P。85多SeriesA，
　No。7，PP，22，42。
〔雛一六置〕P．C．1。」。8eriesA，N・．5，P，49。
〔離一穴六〕　P。C．1。」。Se雌es　A，No．7量p。76。
結 語
　大膿以上によつて現在の國際法に於ける條約の解繹に關する主なる問題
は読き盤されたものと考へる。中には更に進んで検討しなければならない
個所もないではないが、そこまで立入るにはどうしても國際法の基本間題
の解決が先決問題になるので。現在の段階に於ける検討にては以上に止め
るの飴儀なき次第である。
　條約の解繹は屡ま前述した如く。目立たない乍らもやはり一つの進化の
途を辿つて來てゐる。第一の階程は條約の解繹が全く當事國の手から離れ
なかつた時代である。この時代では屡土極端な事例が傳へられてゐる。例
へば昔セバスチアの都が攻略された眠明渡の條件として隔一切流血の滲
事を惹起せざることを約定したるに、明波後敵兵は直ちに衛兵全部を逮捕
して地中に生埋にしてしまつたとか隔亦マホメ。トが或者の首を切らぬと約
し乍ら胴罷を爾断したとかいふ話もある。近年はこれほど極端なことはな
いにしても、條約上の言葉のぼかしを自國に有利に理屈付けることを條約
解繹の目的としてゐたことは奮態依然たるものだつた。國内法の契約の場
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合は裁判所が當事者の不信行爲を認定し得るが・外交上では然らす・後日
の紛争に備ふるため、所謂外交用語なる曖昧なる意味の文旬を使用するこ
とが外交官の腕前の如くされてゐた。そしてこの當事國の將來に封する準
備が悪意のものであるか否かは全く認定されることがなかつたのであるo
この階程は國際法の嚢達、國際肚會の進化、國際道徳の自畳等によつて次第
に第二の階程にその地位を譲つた。この第二の階程では、前記の如き言葉
の綾や、外交用語の遊戯が齎らす危瞼が甚だ大であつて、決してその方法
によつて自國のみが釜するものでないことが自毘され、條約の解繹が自國
の利釜擁護のために重要なる國際法上の作用であることが認められた。そ
して常設仲裁裁判所の設置、各種仲裁裁判條約の締結等によつて著しい進
歩が途げられた。この階程では、條約の解繹が仲裁裁判官によつても行は
れる道が開かれたのであるが、未だ裁判官は當事國によつて拘束されるこ
と大にして、完全なる裁判官の職能を全うし能はざる斌態にあつた。斯く
て常設國際司法裁判所の設置を襖機とする現在の第三の段階に到達する。
こ玉では裁判官は最早締約國の影響を受けることなく、國際雫和、國際正
義の擁護者といふ立場から、猫自的に、締約國間の親善關係、善と衡干、
世界の安寧秩序との關係等の考察を行ふととが出來るやうになつたのであ
る。亦、從來教科書に列學されてゐた如き條約解繹の原則も科學的な槍討
を受けるに至つた。例へばファッテルの「解繹の必要なきものを解繹するこ
とは許されす」といふ原則の如き、常設國際司法裁判所が當事國の意思探
求のため行ふ行爲を支配制限する何等の槻念をも最早有し得ざるものと考
へられねぱならない。裁判所の外部的讃嫁の自由援用はこの階程に於いて
認め得られる最も顯著なる進歩の一つである。現在も未だ完全なる解繹の
原則等は樹立されてはゐないが、ラウ・ターパハトのいふ如く、それは決し
てarbitrariness　and　anarchyを意味するのではなくthe　fu1丘11ment　o£the
：purpose　of　the　Bw　as　agreed　by　the　partiesを意味するものである。斯
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くて條約の解繹はこの第三段階に於いて飛躍的進歩を途げつ』あるのであ
つて、將來に於ける更に大いなる進展も亦銑に約束されてゐるのである。
　本稿を絡るに當り、種々有釜なる御教示と御指導を賜はつたことに封し、
恩師中村進午博士に深き感謝を捧げる次第である。
